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論文要旨

　スマートグリッドとは，従来型の集中型電源と送電系統との一体運用に加えて，ICT技術の利 
用により，太陽光発電などの分散型電源や需要家の情報を統合的に活用するような，新しいタイ 
プの電力供給システムである．スマートグリッド構想の主目的は，電力の安定供給と効率的利用
であるが，時代的な要請から，再生可能電力を含む分散型電源や，デマンドレスポンス(DR)等の
節電資源の利用も同時に希求されている．従って，電力供給に関係する意思決定主体が格段に増
えることとなり，従来の集中型電源管理の時代と比較すると，その日々の運用上の難しさも多様
化・増大している．このような状況下において，スマートグリッドのオペレーショナルリスクを管
理するためのICT技術がつよく求められている．
　本研究は，スマートグリッドにおいて発生するオペレーショナルリスク上の問題に対して，現代
投資理論を基礎とするリスク最適化手法を提案するものである．ここで，リスクの「最小化」で
はなく「最適化」としているのは，リスクが必ずしも最小化するべきものではなく，それに対応
する収益やメリットとペアで考えつつ，そのバランスを最適化することが重要なためである．提
案したリスク最適化手法は，二つのスマートグリッドのオペレーショナルリスク上の問題に適用
可能である．その問題の一つは，電力網の需給バランスリスクに直接関係するものであり，もう
一つは，配電網の電圧変動リスクへの対処に深く関係する問題になっている．具体的には前者
が，気象リスク下のDLC(Direct Load Control: 需要家側機器の直接制御)ポートフォリオ最適化問
題であり，後者は，配電網における柱上トランスの接続相を判定する問題である．
　DLCポートフォリオ最適化問題では，気象リスク下にある空調機器の広域的な協調節電運転の
計画立案に対して，厳密には求解困難な大規模整数二次計画を，二段階の近似解法として定式化
し，その初段を現代投資理論のMarkowitzモデルの派生型としてスケーラブルなかたちに収めたと
ころに，本研究の新規性がある．また，トランス接続相判定問題については，従来技術として配
電系に特殊な電気信号を流す方式や，交流の位相測定技術を利用する方式などが知られている
が，これらはいずれも人手による設備の設置・計測が必要とされ，人的・金銭的なコストが高
い．これに対して本論文で提案する手法は，スマートメータと配電系の電流・電圧センサのデータ
を用いた情報処理のみによって実現可能であるため，新規性が高くかつ低コストな方式となってい
る．ここでは，現代投資理論の考え方を，判定精度上最適なディジタルフィルタを導出するために
用いている．
　本博士論文は7章から構成され，第1章でスマートグリッドの概要や，その周辺に発生するオペ
レーショナルリスク管理上の諸問題について説明する．次に本研究で取り組む具体的な課題とし
て，DLCにおけるリスク最適化の問題と，配電系の電圧変動リスク問題を抽出し，研究目的を述
べる．第2章で本論文の提案手法に関連する既存技術として，現代投資理論のMarkowitzモデルに
よるポートフォリオ最適化手法及び，本論文後半で取り上げる柱上トランスの接続相判定の既存
技術を紹介する．第3章は「気象リスク下のDLCポートフォリオ最適化」と題し，リスク主要因を
外気温予報の誤差におく，空調機器の協調節電運転に関する大規模計画問題を扱う．ここでは具
体的な計画策定方式として，初段にポートフォリオ最適化を配した二段階の近似解法を提案す
る．章末では，提案手法の効果を数値実験によって検証する． また，投資理論における効率的フ
ロンティア分析をDLCの実施計画に適用し，この手法がリスク最適化に対して有用であることを
示す． 第4章では，柱上トランスの接続相判定問題の詳細を述べ，配電系の交流回路を確定する課
題として，高度な配電網管理の入口にある重要な課題であることを述べる．第5章では，スマート
メータで取得する消費電力データと，配電系高圧側で計測される電流データの相関係数を比較す
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ることによって接続相を自動判定する方式を提案し，単純なハイパスフィルタを前処理に適用した
シミュレーションによって，手法が有望であることを示す．続く第6章では，周波数領域情報によ
る相関係数の再定義を行い，ポートフォリオ最適化技術を最適フィルタの導出に適用することを
提案する．次に，提案方式の効果を数値実験によって検証し，正答率が大きく向上することを示
す．末尾の第7章では，結論として本論文の貢献がまとめられ，今後の研究の方向性も提示してい
る．
　本研究の主要な成果は，投資理論のMarkowitzモデルの枠組みを，相関のある確率変数の和の
分散を最小化する数理的手段として扱い，DLCポートフォリオ最適化問題と，柱上トランスの接
続相判定問題における最適フィルタの導出に適用することにより，スマートグリッドのオペレー
ショナルリスク管理上の二つの重要な問題を解決可能としたことにある．提案した最適化手法の
検証では，実データを利用する数値実験を実施したが，特にトランス接続相判定方式の評価で
は，実際の電力消費データからの回路計算にもとづく精密な評価を行った．今後は，実際の配電
系の接続相を判定して回路を確定した後に，配電網の電圧分布の推定や逆潮流問題を解決するた
めの設備計画問題への取り組みを，研究の次のステップとして計画している．
　現在世界各地で，スマートシティ(環境配慮型都市)に関連するプロジェクトが進行しており，電
機・電力・通信・土木・建築業界の各社が，家庭やビル商業施設で使う電気の需給を街全体で調
節し，省エネルギーや再生可能エネルギーの普及による二酸化炭素排出量の削減につなげる努力
が進められている．また，再生可能エネルギーは未だ高コストであり，経済合理性だけから見る
と普及がおぼつかないため，各国政府は補助金制度やFIT(Feed-in Tariff: 固定価格買取り制度)な
どの施策によって普及を促進している．このような現状は，再生可能エネルギーの普及に対して，
社会全体の協力やコスト負担が不可欠であることを示している．
　スマートグリッドはスマートシティ構想の重要な一部であり，再生可能エネルギーの普及を，
需給バランスの確保や，供給電圧の安定化等の側面で支えることが期待されている．季節や時間
帯によって発電量が変わる再生可能エネルギーは，そのままでは本性的に不安定な電源である． 
その不安定性のあらわれが，本論文で問題にした需給バランスリスクや電圧変動リスクであり，
リスク要因は気象条件，節電を含む発電量，電力需要量などの確率的変動である．主に経済学的
な分野に起源を持つリスク最適化の枠組みは，このような不確実性下の確率的最適化に対して有
効であり，その一端を本論文で示すことができた．特に柱上トランス接続相の自動判定方式につ
いては，すでに各所で検討されている配電網管理の高度化によって，電力自由化時代に信頼性の高
いネットワークを実現して行くための人的・金銭的なコストを大幅に低減できるものと期待してい
る．今後は，Markowitzモデルを含む様々なリスク管理や数理ファイナンスの手法を，電力網を
中心とした社会基盤の安定的，効率的なオペレーションに活かし，データや科学的根拠に基づく
社会システムの構築に貢献したいと考えている．
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Abstract

 A smart grid is a new type of electrical grid that uses information and communication 

technology to improve the reliability and efficiency of the production and distribution of 
electricity. Responding to the demands of the present age, most of the smart grid utilize 
renewable energy such as photovoltaic (PV), wind generation, and organized power-saving 
(Negawatt) as power resources. Since the smart grid has numerous and various power 
suppliers, it is inevitably less-stable and has greater diversity of operational risk than 
conventional centralized power grid.
! In this thesis, we propose an operational risk optimization method for the smart grid, 
which is conceptually based on modern investment theory. The proposed method can be 
applied to two different problems of smart grid’s operational risk. One is directly related to 
imbalance risk of the power network and the other is concerned with voltage fluctuation risk 
of the distribution network.
! This doctoral thesis comprises seven chapters. In Chapter 1, we describe the concept 
of the smart grid and its operational risk management. Two practical problems about the 
operational risk are selected and introduced shortly. The first problem is about Direct Load 
Control(DLC) planning under weather risk and the second is about determination of the 
pole transformer connection phase in the distribution network. In Chapter 2, existing 
research and technology related to our study are explained. 
 In Chapter 3, a kind of portfolio optimization problem about demand response(DR) 

under weather risk are described. We especially focused on DLC of many office buildings’ 
HVAC systems in the coordinated power saving. In this case, weather risk means prediction 
error of outdoor temperature. Inspired by the Markowitz model of investment theory, we 
invented two-stage approximate means of the optimization problem. The first stage is 
formulated as a convex quadratic programming and the second is in a form of mixed integer 
programming. Basically, the optimization method minimizes statistical variance of total 
demand reduction and can generate set-temperature values of all HVAC systems.
! For the purpose of evaluating the effect of the proposed method, we did a numerical 
experiment, and the result shows the method can improve reliability of HVAC power saving 
in terms of standard deviation of total demand reduction around a targeted amount. Another 
numerical experiment is done to plot some efficient frontier lines and to analyze the risk of 
power saving plan for a widespread area. Based on the experimental results, we concluded 
that prediction error of outdoor temperature is a major risk factor of the coordinated power 
saving of HVAC systems, and the proposed portfolio optimization method has strong 
potential to improve reliability of HVAC’s demand reduction. We also concluded that 
efficient frontier analysis can be used to make a regional DLC plan with consideration for 
the power saving target and its corresponding risk. 
! In Chapter 4 to 6, we address an issue related to voltage fluctuation risk of the 
distribution system. Specifically, connection phase determination of pole transformer is our 
problem. Since existence of unknown connection phase means lack of information to decide 
the distribution circuit topology,  the determination problem is of significance for field site 
to take measures against voltage fluctuation. In Chapter 4, we provide a detailed explanation 
of the connection phase determination problem and some approximate results of relevant 
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circuit calculation. In Chapter 5, we propose a method for the connection phase 
determination based on correlation coefficients between time-series of distribution line 
currents and power consumption values under respective transformers. A preliminary 
numerical experiment is conducted and its result shows that the method is promising if we 
use preprocessed time-series data using high pass filter (HPF) of adequate characteristic.
! In Chapter 6,  we introduce a new calculation formula of the correlation coefficient 
only from frequency domain information. It enables us to design an optimization problem of 
characteristic of the preprocessing filter. This problem is mathematically equivalent to the 
Markowitz’s mean and variance model and can be solved by quadratic programming. 
Applying the derived optimal filter,  correct answer rate of the connection phase 
determination is drastically improved in the numerical experiment.
! Finally in Chapter 7, we summarize this thesis and conclude that main contribution of 
our study is to deal the framework of the Markowitz model as a mathematical method for 
minimizing variance of linear combination of the correlated stochastic variable and to solve 
two important problems about the risk of smart grid operation.  
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1. 序論
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[図1] スマートグリッド

1.1 スマートグリッドとICT技術

　スマートグリッドとは，従来型の集中型電源と送電系統との一体運用に加えて，ICT技術の利
用により，太陽光発電などの分散型電源や需要家の情報を統合的に活用するような，新しいタイ
プの電力供給システムである([図1]参照)．世界の各所でスマートグリッドが構想された背景には，
さまざまな事情がある．北米では，電力自由化後に小規模な電力会社が増加したことや，送配電
網の老朽化が原因とされる電力危機への反省から，電力網を安定化させることを主な目的として
スマートグリッドが構想されている．欧州においては，地球温暖化への対策として従来より再生
可能電力の普及が図られていたが，気象条件に発電量が大きく左右される太陽光発電や風力発電
を，国境を越えて大規模に管理する手段としての意味合いが大きい．これ対しわが国では，当初欧
州と同様に温室効果ガス排出量の削減を目的としてスマートグリッドの導入が検討されていた
が，東日本大震災以後は，電源構成の原子力依存度を下げる目的も追加されて，現在に至ってい
る．

　構想の動機はどのようなものであっても，スマートグリッドにおいては，電力の安定供給と効
率的利用が目指されている点は共通している．しかしながら，分散型電源の利用をはじめ，電力
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市場の自由化，発送電の分離など，現在スマートグリッドが置かれている環境においては，電力
供給に関係する意思決定主体が必然的に増えるため，従来の集中型電源管理の時代と比較する
と，その日々の運用は本質的に難しくなる．そこで，スマートグリッド時代の電力網において
は，発送電に関係するハードウェアの適応的な制御や，電力市場による価格メカニズムの導入，
電力需要のピーク抑制やピークシフトを促す制度設計など，さまざまな施策を用いて，電力網の短
期的および長期的な安定を，社会全体の目標として位置づけることが必要とされている．このよ
うな状況下で，電力網と言う非常に大規模なシステムを運用して行くためには，システムの現状
を，スマートメータを始めとする様々な機器で観測してデータを蓄積し，それに基づく将来の予測
や機器の制御，計算機シミュレーションによる各種施策の検討など，ICT技術を広く適用すること
が，つよく望まれている．

　スマートグリッド周辺におけるICT技術の有望な適用分野としては，電力需要予測[1][2][3][4] [5]，
太陽光発電予測 [6][7][8]，風力発電予測 [9][10][11], 機器制御 [12][13][14]，潮流計算技術に基づく配電系の
シミュレーション [15][16][17] 等，多様な領域が存在しており，各方面で研究が推進されている．
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1.2 デマンドレスポンス

　スマートグリッド構想の特徴の一つとして，電力需給バランスの確保のために，供給側ばかり
でなく需要家側を協力させると言うコンセプトがある．このような枠組みは，一般にDSM
(Demand Side Management：需要家側制御)と呼ばれるが，集中型電源管理の時代には主に電力
会社と大口需要家の相対取引的制度として運用されて来た．しかし，スマートグリッド時代に
は，もっと広く一般の需要家に対して金銭的なメリット等を与えることによって，電力消費パター
ンを変化させるような，デマンドレスポンス(DR: Demand Response)と呼ばれる制度に拡充され
て来ている．デマンドレスポンス(以下DR)は，金銭的メリットの与え方が，電力価格の操作によ
るものか，需要削減に応じた報奨金であるかによって，プライス・ベースとインセンティブ・ベー
スに細分化される．

　具体的なDRのプログラムについては，欧米を中心にすでに様々なものが実施されている．下表
にその代表例 [18][19] を示す．

[表1] DRプログラムの代表例

プライス・ベース インセンティブ・ベース
TOU(Time of Use)
時間帯別価格設定．一時間などの単位で発電や送電
の平均費用を価格に反映させる方式．

DLC(Direct Load Control)
DRプログラムの設置者が事前の通知後に，需要
家側にある電気機器の遠隔制御や，制御依頼を
実行するもの．

CPP(Critical Peak Pricing)
平常時はTOUなどで運用し，特に需要の多い季節・
時間帯や緊急時に特別に高い価格を設定するプログ
ラム

Emergency Demand Response
緊急時において達成された需要削減量に応じて
インセンティブを付与するプログラム．

RTP(Real Time Pricing)
電力の卸売価格などを反映させ，一時間ごとなどの
短期で小売電力価格を変動させるプログラム．

Spinning Reserves
緊急時の数分で需給インバランス解消のための
需要削減等を提供できるよう準備させる方式．

System Peak Response Transmission Tariff
インターバルメータ(双方向通信のでき ないスマー
トメータ)を設置し，需要ピーク時等の特定の条件下
で，電力需要を削減した需要家に対して，送電料金
を割り引くプログラム．

Regulation Service
電力系統の運用者が提供する周波数維持のため
のリアルタイム信号に呼応して需要を調整する
プログラム．需要側は非常に短時間に要求に応
じることが求められる．

　基本的にプライス・ベースのプログラムは，需要家への要請が長期的，間接的であり，需要家
側の価格選好性等の影響を受けやすいため，需要削減達成の信頼度が低い．これに対して，イン
センティブ・ベースのプログラムの多くは，事前に需要家の承認を契約等によって受けておくもの
の，電気機器を直接的に制御するタイプであるため，その信頼度は当然ながら高くなっている．
また，電気機器を制御するようなDRプログラムのうち，Spinning ReservesやRegulation 
Serviceは，需要家側の電気機器や反応速度に特殊な条件が必要とされるが，DLCは一般的な空調
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機器や照明器具でも実施可能であるため，北米などでは法人を中心にかなりの需要家が参加して
いる．また，このような需要家の消費削減量を公募により集め，電力会社と一括で取引するよう
な，DRアグリゲータと呼ばれるビジネスも発生して来ている．
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1.3 スマートグリッドにおけるオペレーショナルリスクの管理

　スマートグリッドにおけるリスク管理の話題では，スマートメータデータのプライバシー保護
や，電力制御系へのクラッキング等のシステムセキュリティに関するリスクがしばしば語られる
が，本論文が問題にするリスクはこれらではなく，スマートグリッドの日々の運用に対して存在
するリスク，いわゆるオペレーショナルリスクと呼ばれるものである．オペレーショナルリスクの
中にもまた様々なカテゴリーのリスクが存在するが，電力網の最重要機能が電力の安定供給であ
る以上，もっとも重視するべきリスクは，需給バランス上のリスクであることは議論を俟たな
い．

　前節で述べたように，スマートグリッド構想における電力の需給バランスは，供給側と需要側
が協力しつつ確保するべき目標である．従って，需給バランスリスクも従来とは異なった側面を
持つようになる．特に，需給バランス確保の手段としてDRが本格的に組み込まれるようになる
と，需要側が本質的に持っている不確定性が大きなリスク要因となる．例えばプライス・ベースの
DRの場合，需要家が変動する電力価格にどう反応するかは確率的な現象であり，ある程度の期待
値的な予測はできるものの，需要量そのものや需要削減量が様々な外的条件に影響を受けて変動
することは明らかである．インセンティブ・ベースのものは，事前に需要家と契約を結ぶプログラ
ムであるため，プライス・ベースよりは信頼性が高いと言える．しかし，インセンティブ・ベース
であっても，供給側が需要家側のハードウェアを直接制御するタイプでない限り，需要家側の行
動リスク等の影響を受けることは避けられない．

　様々なタイプのDRプログラムのうち，DLCは需要家が所有する電気機器を直接制御するタイプ
になる．一般的なDLCの実施においては，制御が実行される以前の契約などによって，需要家の
許可とインセンティブに関する合意がなされているため，人の価格選好性や行動リスクの影響を
原理的に受けない．また，制御の対象が空調や照明等の一般的な電気機器であるため，需要家側
に特殊な条件を必要としない．従って，DLCは信頼性が高く，かつ大きなボリュームを持つ節電
資源として期待されているプログラムである．しかしながら，空調機器を含むようなDLCの場
合，実施当日の外気温の値によって，当初見積もられて節電量が達成できないと言う気象リスクが
常に存在する．本論文では，特にオフィスビルを対象としたDLCにおけるオペレーショナルリス
クの最適化問題を第3章で扱う．

　需給バランスリスクの次に重視されるべきは，電圧変動のリスクである．電力網の需給バラン
スは，従来より電力供給側の細心の注意によって確保されて来たが，事故を含む何らかの原因に
よって需給バランスが崩れると，最終的には停電に至ることになる．また，需給バランスが完全
に崩壊する前に，電力網に表れる兆候として，交流周波数の変動や供給電圧の変動がある．この
うち電圧の変動は，主に過負荷の際に発生する電圧低下の問題として従来は認識され，電力供給
側によってその対策が取られて来た．しかし，昨今の再生可能電力の普及に伴って売電のための電
力が需要家側から配電系へ，消費とは逆向きに流れ込むことになると，それによる電圧上昇が発
生することが懸念される．この種のオペレーショナルリスクは，「逆潮流問題」として最近ク
ローズアップされて来ている．
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　わが国の配電系の供給電圧は，規定上100V系では101±6V, 200V系では202±20Vと定められて
おり，実際の運用では太陽光発電などの直流を交流に変換して配電系へ送り出すパワーコンディ
ショナーが，配電系との連携点の電圧が規格を逸脱すると発電を停止するようになっている．
従って規格を越えた電圧上昇が起こることはないが，発電の停止は売電を行う需要家側に経済的
損失を与えることであり，再生可能電力の普及を目指すポリシーから言っても望ましいことでは
ない．このように従来の需要家側が，供給側にもなる場合に発生する新しいタイプの電圧変動リ
スクは，スマートグリッドに特徴的なオペレーショナルリスク上の課題として，電力網全体で対処
する必要がある．

配電用変電所 柱上トランス
(ab相接続)

順潮流
(電力消費)

逆潮流
(PV発電)

配電線(三相交流，6600V) 

電圧(低圧)

逆潮流なし

逆潮流あり107V

95V

柱上トランス
(bc相接続)

柱上トランス
(ca相接続)

!線"
#線"
$線"

[図2] 逆潮流による供給電圧の上昇

　逆潮流による電圧上昇を回避するための対策には様々なものが知られているが，配電系側で比
較的容易かつ低コストで実施できる対策は，柱上トランスを増設して影響を最小限にすること
や，トランスのタップ変更による変圧比の微調整である．ところが，この種の対策を考える時
に問題となるのが，柱上トランスの接続相の問題である．柱上トランス接続相とは，配電系高圧
側の三相交流(6600V)から，単相トランスを使用して低圧(100V, 200V)を取り出す時に，高圧側三
線のうち実際に使用されている二線のことを指す．トランスの接続相が不明であることは，配電系
の交流回路が確定していないことを意味するので，これが不明なケースでは電圧変動リスクが高い
時に，どのトランスについて対策を取るべきかの判断や，配電網全体での大規模な対策を計画す
ることが困難になる．また，電圧変動リスク対策を検討する場合に，潮流計算技術にもとづく配
電系のシミュレーションを行う場合があるが [20][21][22]，トランス接続相が不明であると，そもそ
もシミュレーションを正しい回路構成に沿って行うことができない．

　[図2]は，PV発電による逆潮流の発生に起因する配電系供給電圧の上昇を模式的に示したもので
ある．図では，配電系高圧側の三相交流の配線をa線，b線，c線と呼び，柱上トランスがそのうち
のどの二線に接続されているかに応じたトランス接続相を，ab相接続，bc相接続， ca相接続とし
て示している．この配電系のように接続相が既知であれば，需要家側の電力消費やPVの発電量を
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想定したシミュレーションを実施し，例示したグラフのような電圧計算を積み重ねることによっ
て，電圧変動リスクの評価が可能である．しかし，配電系の電圧分布は配電用変電所から伸びる
フィーダー上に，実際には100個以上存在する柱上トランスの接続相がどう配置されているかに
よって全く異なった結果を示す．従って，シミュレーションによる電圧変動リスクを評価するため
には，接続相が事前に分かっていることが前提となる．本論文では，このトランス接続相の判定
を，需要家側に設置されたスマートメータの測定値と，配電系高圧側に設置されたセンサ内蔵開
閉器の測定データを利用した情報処理のみによって実施する方式を，第4章以降で提案している．
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1.4 本研究の目的

　本研究は，スマートグリッドにおいて発生するオペレーショナルリスク上の問題に対して，現代
投資理論を基礎とするリスク最適化手法を提案するものである．ここで，リスクの「最小化」で
はなく「最適化」としているのは，リスクが必ずしも最小化するべきものではなく，それに対応
する収益やメリットとペアで考えつつ，そのバランスを最適化することが重要なためである．提
案したリスク最適化手法は，二つのスマートグリッドのオペレーショナルリスク上の問題に適用
可能である．その問題の一つは，電力網の需給バランスリスクに直接関係するものであり，もう
一つは，配電網の電圧変動リスクに深く関係する問題になっている．具体的には前者が，気象リ
スク下のDLC(Direct Load Control: 需要家側機器の直接制御)ポートフォリオ最適化問題であり，
後者は，配電網における柱上トランスの接続相を判定する問題である．
　DLCポートフォリオ最適化問題では，気象リスク下にある空調機器の広域的な協調節電運転の
計画立案に対して，厳密には求解困難な大規模整数二次計画を，二段階の近似解法として定式化
し，その初段を現代投資理論のMarkowitzモデルの派生型としてスケーラブルなかたちに収めたと
ころに，本研究の新規性がある．また，トランス接続相判定問題については，従来技術として配
電系に特殊な電気信号を流す方式や，交流の位相測定技術を利用する方式などが知られている
が，これらはいずれも人手による設備の設置・計測が必要とされ，人的・金銭的なコストが高
い．これに対して本論文で提案する手法は，スマートメータと配電系の電流・電圧センサのデータ
を用いた情報処理のみによって実現可能であるため，新規性が高くかつ低コストな方式となってい
る．ここでは，現代投資理論の考え方を，判定精度上最適なディジタルフィルタを導出するために
用いている．

1.5 本論文の構成

　本博士論文は7章から構成され，第1章でスマートグリッドの概要や，その周辺に発生するリス
ク管理上の諸問題について説明する．次に本研究で取り組む具体的な課題として，DLCにおける
リスク最適化の問題と，配電系の電圧管理問題を抽出し，研究目的を述べる．第2章で本論文の提
案手法に関連する既存技術として，現代投資理論のMarkowitzモデルによるポートフォリオ最適化
手法及び，本論文後半で取り上げる柱上トランスの接続相判定の既存技術を説明する．第3章は
「気象リスク下のDLCポートフォリオ最適化」と題し，不確実性の主因を外気温予報の誤差にお
く，空調機器の節電運転に関する大規模計画問題に対して，初段にポートフォリオ最適化を配し
た二段階の近似解法を提案する．章末では，提案手法の効果を数値実験によって検証する．第4章
では，柱上トランスの接続相判定問題の詳細を述べ，配電系の交流回路を確定する課題として，
高度な配電網管理の入口にある重要な課題であることを述べる．第5章では，スマートメータで取
得する消費電力データと，配電系高圧側で計測される電流データの相関係数を比較することに
よって接続相を自動判定する方式を提案し，単純なハイパスフィルタを前処理に適用したシミュ
レーションによって，手法が有望であることを示す．続く第6章では，周波数領域情報による相関
係数の再定義を行い，ポートフォリオ最適化技術を最適フィルタの導出に適用することを提案す
る．次に，提案方式の効果を数値実験によって検証し，正答率が大きく向上することを示す．末尾
の第7章では，結論として本論文の貢献がまとめられ，今後の研究の方向性も提示している．
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2. 関連する技術及び研究

　この章では，本論文に関連する既存技術や研究について概説する．最初に，本論文が提案する
オペレーショナルリスク最適化全般の発想の元になった，現代投資理論のMarkowitzモデルについ
て述べる．次に，配電網の電圧変動リスクの管理において重要な，柱上トランスの接続相判定に
関連した既存技術をいくつか紹介する．

2.1 現代投資理論におけるMarkowitzモデル

　現代投資理論は，現代ポートフォリオ理論(MPT: Modern Portfolio Theory)とも呼ばれ，証券
投資のような不確実性下の意思決定を研究する学問分野である．ここで言うポートフォリオと
は，株式に代表される投資商品の組み合わせのことであり，ある程度の資産を持つ投資家がその
ポートフォリオに資金を分散投資するような状況が想定されている．また，現代投資理論は数理
ファイナンスの一分野でもあり，オプション価格理論と並んで現在その大きな一画を占めてい
る．歴史的にはH. Markowitzらが提唱した，証券投資におけるMarkowitzモデル(平均・分散モデ
ル) [23] が 現代投資理論の嚆矢とされる．

　Markowitzモデル[24] におけるポートフォリオ: p とは，投資家の第i資産(1! i ! n)への投資割合

を表すn次元ベクトル xT = (x1,..., xn ) のことを指す．このとき， xi = 1
i=1

n

! すなわち，

  x
T1 = 1 (1 は全要素 が1のn次元縦ベクトル)になる．ここで，Ri (1! i ! n)を第i資産の収益率を
表す確率変数とし，これをn個並べたベクトルR = (R1,...,Rn )でn個の投資商品の収益率の状態を表
現する．収益率とは次式で定義される比率である．

 

 

Ri =
Si ! si

0

si
0

但し，si0 :現時点における第i投資商品の価格,
Si :将来時点における第i投資商品の価格.                    (2.1)

上式中の，価格si
0 (1! i ! n)は現在のものなので既知の定数であるが，将来時点の価格Si (1! i ! n)

は確率変数であるため，収益率も確率変数になる．このとき，確率変数ベクトルR = (R1,...,Rn )の

要素間に定義される分散共分散行列を，  V = E[(R ! E[R])(R ! E[R])T ]　(E[・]は期待値)で定義す

ると，ポートフォリオ: p の確率変数としての表現は， xiRi
i=1

n

! であるから，その平均µp と分散! p
2

は，次式で定義される．

 

 

µp = x
Tm

! p
2 = xTV x
但し，m = (µ1,...,µn ),  µi :第i投資商品の収益率の平均値            (2.2)
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　Markowitzが提起した投資商品のポートフォリオ選択とは，このような状況下においてポート

フォリオの平均収益率を一定値µp に保つ時に，その分散を最小にするような投資割合

xT = (x1,..., xn )を決定する問題である．また，Markowitzモデルにおけるリスクとは，具体的には

ポートフォリオの収益率の標準偏差である．

　この定式化は，分散投資のリスク指標としてポートフォリオの分散値や標準偏差を考え，収益
率一定の制約のもとにそのリスクを最小化する問題と見ることができる．この場合のリスク指標
である分散や標準偏差は常に非負の値を取り，リスク指標が大であることは収益率の確率的変動
が大きいことを意味するが，損失が必ず大きくなるわけではなく，可能性として大きな収益を生
むこともあり得る．

上述したようなポートフォリオ選択問題は，数理計画法の枠組みでは次式のような二次計画問題
になる．

 

 

min :! p
2 = xTV x

s. t.
xT1 = 1,
xTm = µp

         (2.3)

 但し，

 

  

ポートフォリオxT = (x1,..., xn ),  xi :第i投資商品への投資割合,
m = (µ1,...,µn ),  µi :第i投資商品の収益率の平均値,
V :利益率の分散共分散行列, 1 : 全要素が1のn次元縦ベクトル,
µp :ポートフォリオxTの収益率の平均, 
! p
2 :ポートフォリオxTの収益率の分散．

 

上式の目的関数の表現行列V は分散共分散行列であるため，対称かつ半正定値な行列である．ま
た，制約は線型式の等式制約のみであるため，この問題は唯一の最適解をもつような凸二次計画
問題となる．

　(2.3)式の問題は，投資の平均・分散モデルと呼ばれ，二次計画問題として解くこともできる
が，V が正則行列であり，その逆行列V!1が存在する時には，次のラグランジュ関数:

  L(x,!1,!2 ) = x
TV x + !1(µp " x

Tm)+ !2 (1" x
T1)      (2.4)

を用いた未定係数法を1階の条件で解くことにより，次式で解:  !x が与えられることが知られてい
る．
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!x = 1
2
V!1[m  1] "1

"2
#

$
%

&

'
( = V

!1[m  1]D!1 µp

1
#

$
%

&

'
(

where

D ) [m  1]TV!1[m  1]= * +
+ ,

#

$
%
%

&

'
(
(
= mTV!1m mTV!11

mTV!11 1TV!11

#

$
%
%

&

'
(
(

            (2.5)

この時の最小分散値:  !! p
2 は，(2.3)式の評価関数に(2.5)の解を代入することによって，次のように

計算できる．
 

 

  

!! p
2 = xTV x = V"1[m  1]D"1 µp

1
#

$
%

&

'
(

#

$
%

&

'
(

T

VV"1[m  1]D"1 µp

1
#

$
%

&

'
(

= µp 1#
$

&
'
D"1[m  1]TV"1VV"1[m  1]D"1 µp

1
#

$
%

&

'
(

= µp 1#
$

&
'D

"1 µp

1
#

$
%

&

'
(

    (2.6)

ここで，(2.5)式中で定義された D = [m  1]TV!1[m  1]の関係と， V,  Dが共に対称行列であること
を使っている．さらに，(2.6)式末尾のD!1をその要素で展開すると，

 

 

!! p
2 = µp 1"

#
$
%

1
&' ( ) 2

' ()
() &

"

#
*
*

$

%
+
+

µp

1
"

#
*

$

%
+

=
& ( 2)µp + 'µp

2

&' ( ) 2

     (2.7)

となり，これをµp で平方完成して整理すれば次の二次曲線が得られる．

 

 

!! p
2

1 "
#
(µp # $ " )2

(%" # $ 2 ) " 2 = 1

where

% =mTV#1m
$ =mTV#11
" = 1TV#11

&

'
(

)
(

        (2.8)
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 但し，

 

   

m = (µ1,...,µn ),  µi :第i投資商品の収益率の平均値,
V :利益率の分散共分散行列, 1 : 全要素が1のn次元縦ベクトル,
µp :ポートフォリオの収益率の平均, 
!! p
2 :ポートフォリオの収益率の最小分散．

(2.8)式の形から，この曲線は(! p
2 ,  µp )のパラメータ空間で放物線，(! p ,  µp )の空間では双曲線を

表すが，後者は一般に効率的フロンティア曲線と呼ばれる．効率的フロンティア曲線は，与えら
れた収益率の平均値µp に対して最小化したポートフォリオの標準偏差 

!! pに対応する点 ( !! p ,  µp )
を連続的にプロットしたものになっている．[図3]に，(2.8)式の効率的フロンティア曲線を示す．

µp

! p1 !

!
"

[図3] 効率的フロンティア曲線
　

　フロンティア曲線上の各点の標準偏差はすでに最小化されているので，曲線の左側に領域に対

応するパラメータ(! p ,  µp )のポートフォリオは存在しない．これに対し曲線の右方に対応する

ポートフォリオはすべて実際に構成可能であるため，実行可能集合と呼ばれる．現代投資理論で
は，同じ平均収益率を持つポートフォリオの選択肢に対して，投資家はよりリスクの小さなもの
を選ぶことが仮定される(リスク回避的)．今の場合これは，ポートフォリオの標準偏差をリスク指
標として，実行可能集合の中からフロンティア曲線上のポートフォリオが選ばれることを意味して
いる．また，双曲線の頂点を通る水平線より下半分の曲線上の点が選択されることは現実的でな
い．何故なら，曲線の下半分の各点に対しては，同じリスク(標準偏差)でありながら，より大きな
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平均収益率を持つ点が上半分に必ず存在するからである．従って，実際には曲線の上半分の実線
部みが投資家の選択の対象になると考えて良い．

　現実の投資家が効率的フロンティア曲線の上半分にあるどの点を選択するかについては，投資
商品側の何らかの性質によってだけ決められるものではない．また，一般にポートフォリオの平
均収益率とリスク(標準偏差)の間にはトレードオフの関係があり，平均収益率が高いポートフォリ
オではリスクも大きくなるのが通常である．投資家が最小分散ポートフォリオのパラメータ空間

 ( !! p ,µp )すなわち効率的フロンティア曲線の上からどの点を選択するかは，投資家個人の価値判断

に属する問題であり，価値判断を定量化した情報が存在すれば，具体的な点を決めることができ
る．このような価値を定量化した関数は，(期待)効用関数と呼ばれ，ミクロ経済学などの分野で長
く研究されている概念であるが，本研究の主題とはあまり関係しないため，ここでは深く立ち入
らない．

　本論文では，次章以降で，上述したMarkowitzモデルの枠組みを，デマンドレスポンスの一種で
あるDLCのリスク最適化問題と，トランス接続相判定問題における最適フィルタ導出に適用す
る．これらの問題には，(2.3)式の基本的な定式化とは異なる部分も出て来るため，ここで，
Markowitzモデルの特徴を整理しておく．数理計画法的に言うと，(2.3)式は二つの等式制約を持
つ，分散の最小化問題である．制約の第一式は，最適化したい量である投資割合:xが，比率量で
あることを示すものであり，第二式は，ポートフォリオの平均収益率を与えられた値に等しく置
くためのものである．投資割合については，これ以外の制約はないため，例えばxに負値の要素
が含まれても良い．投資割合における負値は，投資商品の購入ではなく販売，証券市場において
は「空売り」を意味する．「空売り」は市場の規定によって禁止されている場合もあるが，
Markowitzモデルでは概念的に許容されている．

　また，Markowitzモデルの枠組みで最適化されるのは，投資金額そのものではなく，投資割合
である．具体的な投資予算が与えられれば，投資割合から投資金額を決めることができるが，投
資金額がいくらであっても，投資商品の収益率は不変であることが暗に仮定されている．これ
は，投資家の活動(商品の購入や空売り)によって，価格の状態が影響を受けないほど市場のサイズ
が大きなことを意味する．この仮定は，機関投資家のように投資金額が莫大になるケースでは，
必ずしも成り立っていないと考えられる．本論文が扱うスマートグリッドにおけるリスク最適化
の問題においては，解が比率量でなかったり，対象が物理系であることから来る変数の容量的制
限など，Markowitzモデルとは異なる側面もいくつか存在している．
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2.2 柱上トランス接続相の判定技術

　この節では，第４章以降に述べるトランス接続相判定問題に関連する技術について説明する．
配電系柱上トランスの接続相を判定するための既存技術は大きく二通りに分類される．一つは配
電線に特種な信号を流し，それを受信することによって接続相判定を行う方式であり，もう一つ
は配電系を流れる交流自身の位相を測定した結果をもとに，接続相を決定する方式である．ここ
では便宜上，前者を信号検知型接続相判定方式，後者を位相測定型接続相判定方式と呼ぶ．

　信号検知型接続相判定方式[25][26]では，基本的に配電系の高圧側に接続相判定のための特種な電
気信号を発生する送信機を設置し，この信号を低圧側に置かれた受信機で検知することによって
配電線の結合関係を決定する方策が取られる．参照例である特許第3105897号の方式では，三相
配電線路の各相両端を接地後に，その線路の一端で二相の線路を選択し，これら二相の線路に同
時に互いに異なる極性の所定レベルの送信信号(パルス信号)を注入する．次に，選択した二相の線
路と異なる他の二相の組合せに同様に異なる極性の所定のレベルの送信信号を注入する．これら
の信号及び信号が注入されなかった一相は配電線路の他端に置かれた受信機で検出される．この
ように，送信側からパルス信号を注入しない相(切り離し相)を順次入れ替えながら送受信しつつ，
各相の受信信号を観測することで，トランス接続相の判定を可能にしている．

　また，特開2003-185693の方式では，特許第3105897号の方式が持っている，配電線路の両端
を接地(短絡)が必須である欠点や，信号の送受信点に多数の変流器を設置する煩雑さを解消するた
め，新しい信号検知方式が提案されている．この発明では，三相の配電線路の一端に設置した送
信機から配電線路の相間に信号を注入し，他端に設置した受信機で信号を検出する．注入する信
号には，断続的な高調波正弦波信号が用いられるが，三通りある相間の組み合わせのうち二つの
組合せで，一周期内に発生する断続数に異なるものを与え，残りの一つには異なる断続数の信号
の和を送信することを特徴としている．送信信号をこのような構成にすることにより，受信側で
信号の断続数をカウントするだけで，トランス接続相の判定を行うことができる．

　　位相測定型接続相判定方式 [27]は，配電系高圧側の三相交流の位相が理論的には120度づつ異
なっていることを利用する方式であり，基本的には，三相の位相が既知である基準点と，トラン
ス接続相判定の対象点の交流信号の位相の対応関係から，接続相が決定される．参照例では，基
準点と判定の対象点における各配電線の対地電圧立上がり時刻を計測して比較することにより，
基準点と柱上トランスの一次側ラインとの対応関係を識別することによって，トランスの接続相
を判定する方式となっている．

　現実の配電系においては，負荷の影響などによってその周波数が微妙に変動することから， 三
相交流の位相差には理論値からの微妙なズレが発生する．そこで，参照例では電力会社の支店等
に位相の基準信号を発生する周期基準器を設置している．周期基準器は，基準点の対地電圧立上
がり時刻を計測し，その検出信号を接続相判定の対象点へ携帯電話回線を経由して伝達する．対
象点には移動可能な対地電圧検出器と判別表示器が置かれており，基準点からの検出信号と，対
地電圧検出器からの検出信号を受けた判別表示器が，これらの値を比較することによって接続相
判定を行う．高い判定精度を確保するためには，比較対象とする時刻の基準を厳密に同期させて
おく必要があるが，参照例ではGPSからの時刻情報を利用することによって，μsオーダーの同期
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を実現している．位相測定型の接続相判定装置は商品化もされており，現在はこの技術が主流に
なっているようである．

　上述したトランス接続相判定の既存技術では，いずれも接続相判定のために専用の測定装置が
必要とされる．信号検知型接続相判定方式では，配電線上に送信機と受信機を設置することが必
須である．位相測定型接続相判定方式では配電系の交流そのものを信号にするため，送受信機は
不要であるが，判定の基準点と対象点に，やはり何らかの位相測定装置を設置する必要がある．
これらの設置・移動や測定はいずれも人手によらざるを得ず，配電網上に膨大な数が存在する柱上
トランスの接続相を判定するには，時間的・金銭的に非常に大きなコストがかかる．これに対
し，本論文が提案するトランス接続相判定方式は，判定対象となる柱上トランス下流の需要家の
消費電力データと配電系高圧側の電流データを用いた情報処理のみによって実現する自動判定方
式である点で優れている．

　また，提案する方式で用いられる消費電力は，需要家ごとに設置されるスマートメータによっ
て，高圧側の電流データはセンサ内蔵開閉器によって測定されるが，これらはスマートグリッド
の基本的な計測設備として最近普及が急速に進んでいる一般的な装置である．従って，提案方式の
実現のために追加的なハードウェアは必要とされず，人手が不要であることもあわせて，非常に低
コストな接続相判定を実現することが可能である．
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3. 気象リスク下のDLCポートフォリオ最適化

　本章では，スマートグリッドのオペレーショナルリスクの一つである需給バランスリスクの管
理に直結する問題として，オフィスビル等の空調設備を対象にしたDLC実施計画の策定について
述べる．ここでは，具体的な計画策定の一部をポートフォリオ選択問題の一種として扱うような
求解方式を提案する．また，投資理論における効率的フロンティア分析をDLCの実施計画に適用
し，この手法がリスク最適化に対して有用であることを示す．

3.1 背景

　電力の需給バランスを取るための新たな手段として，設備コストや既存電力網に対する負担の
小さな，デマンドレスポンス(以下DR)が注目されている[28]．DRは，当初電力会社と大口需要家の
相対取引的な需要削減制度から始まったが，この対象を中小規模の産業・業務用需要家や，一般
家庭にまで広げたいと言う社会的な要請もあり，DRアグリゲータ(以下DRA)と呼ばれる新しいビ
ジネスモデルが北米を中心に発生して来ている[29]．DRAとは，DRプログラムに参加する需要家を
募集し，電力会社や系統運用機関にDRサービスを集約して提供する仲介事業者1のことである．

　DRAの一般的な業態では，顧客となる需要家の公募や契約締結，日々のサービス運用などDRに
関わる様々な手続きや決済を代行し，その対価として電力会社等から支払われるインセンティブ
から利益を得る．DRAの顧客需要家には，このインセンティブの一定部分が，報酬として支払わ
れることが通常である．本論文では，DRAがDRの実施を計画する際に発生する，一種のポート
フォリオ選択問題について述べる．

　DRには様々なプログラムが存在するが[30][31]，本論文ではこのうちDLC(Direct Load Control：
需要家側機器の直接制御による需要抑制)と呼ばれる方式に注目する．DLCでは，需要家との事前
契約・同意にもとづいて電気機器の直接的な制御又は制御依頼ができるため，時間帯別料金
(TOU)やクリティカル ピークプライシング(CPP)のような他のDRプログラムと比べて人の行動や
選好性に影響されることが少ない．そのため，予測に基づく実施計画が比較的たてやすいが，制
御対象となる機器によって，予測される削減量の確実性はそれぞれ異なる．例えば，照明器具や
自家発電機の制御においては，基本的な設備状況の調査が行われており，DR発呼時の削減量や発
電量について需要家と事前の合意がとれていれば，ほぼ確実な節電が期待できる．
　これに対し，ビル空調の設定温度変更による空調設備を対象にしたDLCは，夏期の需要ピーク
時に有望なピークカット手段であるものの，DLC実施時の外気温によって，削減の実現量が確率
的に大きく変動することが予想される．また，一般的なDRプログラムでは，需要削減の結果が各
種用途をまとめた総量でしか評価されないため，このような気象条件に起因する不確実性は，
DLC全体におよぶことになる．本論文では，このような実施に際する難しさのある空調DLCにつ
いて特に検討を加え，気象リスクの影響を考慮した最適計画の立案方式を提案する．
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3.2 DLCポートフォリオの選択問題

　空調DLCについてDRAの管理者が計画を策定する場面では，以下のような手順が想定される．
(1) 空調DLC実施の時間帯と目標削減量の決定
(2) 空調DLC実施時の外気温(予報値)と空調設定温度の増分値(夏期)から，各サイト(オフィスビル
等)の需要削減量を予測
(3) 目標削減量をみたすようなDLC対象サイトの組み合わせ選択と，空調設定温度の増分値の決定

　(3)の段階がDLCの実施計画策定にあたるが，(2)の削減量予測における空調需要のモデル化誤差
を別にしても，外気温の予報値と実現値の誤差によって，期待する削減量と実現量の間には少なく
ない乖離が確率的に発生する．現状の数値予報のレベルでは，外気温の一時間毎の一日前予測の
誤差は標準偏差で1.2~1.5℃程度([表2]の対角要素である分散値を参照)であり，現実的な空調設定
温度の調整マージンがせいぜい数℃であることを考えあわせると，この乖離の影響はかなり大き
なものとなる．従ってDRAの管理者には，目標削減量をみたすサイトの組み合わせが複数ある場
合に，その中からできるだけ確実な結果に結びつくものを選択することが，需給バランス安定化
のために強く望まれる．また，一般的なDRプログラムの収支は，DRAが電力会社等に宣言する目
標削減量，インセンティブの定額部分・従量部分，目標未達のペナルティ，需要家への分配金な
どから構成される複雑な要素から決まるが[32][33]，DRAが事業として成り立って行くためにも，削
減量の不確実性を押さえ込むことが必要となる．

　上のような事情から発生する計画問題は，金融商品などへの投資家が投資対象の組み合わせ
(ポートフォリオ)を選択する状況とよく似ている．また，数理ファイナンスなどの分野では，各種
投資商品の収益率の期待値と分散が既知の場合に，購入すべき商品組み合わせの選択を支援する
最適化手法が，ポートフォリオ選択におけるMarkowitzの平均・分散モデル[34]として広く知られ
ている．ポートフォリオ理論は，電気事業の分野でも，電源構成の最適化などに応用されており
[35]，DRプログラムの導入が電力経営に与える影響の分析に適用した報告もある[36]．次節以降で
はポートフォリオ理論の考え方を基礎にして，節電資産として見た場合のDLC対象サイトの組み合
わせを最適化する手法について述べる．
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[図4] 広域的な複数エリアを対象とするDLC
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3.3 DLCポートフォリオ選択問題の定式化

3.3.1 問題設定

　[図4] のように，DRAの管理下に外気温の予報値と実測値が利用できる複数の予報エリアを想
定する．各エリア内にはオフィスビル等の複数サイトが存在しており，管理者が空調DLCの計画
を立案しようとする状況を考える．空調DLCの計画とは，最終的にはDLCを行う時間帯，対象サ
イト，具体的な設定温度の増分値(夏期)の決定である．ここで，目標削減量自体は，より上位の判
断によって与えられ，ある時間帯の各サイトの空調消費電力量は，定常運転状態で以下のように線
型近似できることを仮定する．
 

 

 

pij = aijtij + bijTi + cij + err

但し，pij :第iエリア内第jサイトの空調消費電力量[kWh]
( i = 1,...,n, j = 1,...,m(i)),

tij :空調の設定温度[℃]，Ti :第iエリアの外気温の一時間平均[℃]，
aij ,bij , cij :近似係数, err :誤差項．

  (3.1)

　尚，冬期のビル空調では電力以外のエネルギー源(ガス，石油など)が用いられることが多い．そ
のため，(3.1)式のような消費電力の空調設定温度や外気温に対する依存性が小さく，本論文で述
べるようなポートフォリオ最適化はあまり有効でないため，夏期の空調DLC計画に限定する．ま
た，計画の時間ステップは，典型的なDRの取引単位や気温予報の可用性等から一時間程度を想定
している．

　ここでは，夏期のDLCにおいて各サイトの設定温度をだけ上昇させ，気象予報等によるエリア
ごとの外気温の予報値を用いて空調の消費電力量を予測することを考える．このとき，一時間あ
たりの消費電力量の当初予測値，制御後の予測値，実測値の関係は次式のようになる．

 

 

pij
pd = aijtij + bijTi

pd + cij + err

pij
ct = aij (tij + !tij )+ bijTi

pd + cij + err

pij
ob = aij (tij + !tij )+ bijTi

ob + cij + err

"

#
$$

%
$
$

但し， pij
pd , pij

ct , pij
ob :一時間あたり空調消費電力量の当初予測値，

制御後予測値，実測値[kWh]，
Ti

pd ,Ti
ob :外気温の予測値，実測値[℃],

!tij :第iエリア内第jサイトの空調設定温度増分[℃],
err :誤差項．

  (3.2)

　また，外気温の予測誤差!Tiと一時間あたりの需要削減の実現値! pij を次式で定義する．
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!Ti = Ti

ob "Ti
pd

! pij = pij
ob " pij

pd = aij#tij + bij!Ti

$
%
&

'&
       (3.3)

　各エリアの外気温の予測誤差!Ti は，DLCを実施するたびごとに変動する確率変数であり，

 !Ti ! N(µi ," i
2 )の正規分布に従うことを仮定する(µiと! i

2は，それぞれの平均と分散)．このとき

! pij も確率変数であり， 
! pij ! N(aij"tij + bijµi , bij

2# i
2 )の正規分布を持つ．DLCポートフォリオ選択

問題は，このような需要削減量を実際に割り付けるサイトの選択や，具体的な空調設定温度の増
分値!tijの決定を，目標削減量をみたしつつ，できるだけ削減量の分散を小さくするような最適化

問題と見ることができる．
　この分散の最小化問題を，エリアi(1! i ! n)の各々がサイト j(1! j ! m(i)) を含むような構成に

対して素朴に定式化すると，以下のようなものになる．

 

 

min : bij xijbkl xkl! ik
l=1

m(k )

"
k=1

n

"
j=1

m(i )

"
i=1

n

"
s. t.

RAC # (aij$tij + bijµi )
j=1

m(i )

"
i=1

n

"

xij =
1 ($tij > 0)

0 ($tij = 0)
, i = 1,...,n, 

%
&
'

('
j = 1,...,m(i)

但し，RAC :空調消費電力量の目標削減量(RAC < 0) [kWh],
! ik :)Ti,)Tk(i,k = 1,...,n)の共分散.

   (3.4)

　(3.4)式の解において!tij = 0となるサイトは，需要削減を割当てないことを意味する．また，最

小化する目的関数は削減量の分散値であるが，わずかであっても需要削減が割当てられるなら
ば，そのサイトが全体の分散値に与える影響は同じになる．これは，あるサイトがDLCの対象に
選択されると，外気温予測誤差の影響は設定温度の増分値には無関係であると言う，この問題に
特徴的な事情を反映している．
　数理計画問題として見た(3.4)式は，混合整数二次計画(QIP)と呼ばれるカテゴリに属しており，
大規模な問題に対して計算量が爆発的に増大することが知られている．そこで，以降では削減目標
量の割当と設定温度増分の決定を，エリアごと，サイトごとの二段階に分けて近似的に解くこと
を考える．
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3.3.2 エリアごとの削減目標量の決定

　第一の段階では，削減目標量のエリアごとの割当を先ず決定する．設定温度増分の上限を!tmax

(例えば +2℃など)に設定した場合の空調需要の最大削減量を(3.3)式からエリアごとにまとめたも
のをriとすると，これは次で与えられる．

 
ri = Ai!t

max + Bi"Ti
Ai = aij

j
# , Bi = bij

j
#

$
%
&

'&
        (3.5)

外気温の予測誤差に正規分布 !Ti ! N(µi ," i
2 )を仮定すると， ri もやはり確率変数であり，次式の

ような分布を持つ．

 

 

ri ! N(ri ,! ri
2 )

ri = Ai"t
max + Biµi

! ri
2 = Bi

2! i
2

#

$
%

&
%
         (3.6)

　ここで，各エリアの最大削減量が任意の比率で分割可能であることを仮定し，エリアごとの目
標割当てを行うような最適化問題を考える．割当は，各エリアの最大削減量の利用率

 yi = !ti !tmax  (0 " yi "1)で表現する2． これらを，r = (r1,...,rn )T , r = (r1,...,rn )T , y = (y1,..., yn )T  
のようにベクトル表記すると，エリアへの割当問題は以下のような二次計画問題になる．

 

  

min :yTQ y
s. t.

RAC ! yT r
0 " yi "1
where

Q =
B1B1# 11 ! B1Bn# 1n

" # "
BnB1# n1 ! BnBn# nn

$

%

&
&
&

'

(

)
)
)

但し，# ij :*Ti,*Tj(i, j = 1,...,n)の共分散

      (3.7)

　上式の行列Qは，確率変数Bi!Ti (i = 1,...,n)の分散共分散行列に相当する．分散共分散行列の性

質からQは半正定値であり，(3.7)式は凸二次計画問題と呼ばれる解きやすいカテゴリに属してい
ることがわかる．また，この問題は分散投資の戦略立案などに適用される，Markowitzの平均・
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2 通常，空調の設定温度は小さくとも0.5℃幅程度の離散値になるが，消費電力計測の積算時間は１時間程
度であるため，これを時分割制御して連続化することも考えられる． 



分散モデルと良く似た形式になっている．投資理論の場合には，複数の投資商品の収益率をベク
トル化した確率変数に対して(3.7)式と類似した扱いをする．
　投資戦略の立案では，収益率の期待値目標を達成しつつ，リスクとしての収益の分散値が小さく
なる商品ポートフォリオを探索するが，(3.7)式の割当問題では，外気温予測の誤差と言う気象リ
スクの下に，削減目標を期待値としてみたしつつ，分散がなるべく小さくなるような削減量のエ
リア割当を求める．(3.7)式の目的関数は総削減量の分散であり，これがどの程度まで小さくでき
るかは行列の実際の値にかかるが，最適化の効果に関しては数値実験として後述する．
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3.3.3 サイトごとの設定温度増分の決定

　第二段階では，前項の問題の解として各エリアの削減目標量Ri
AC (i = 1,...,n)の値が与えられた後

に，第iエリア内の第jサイト( j = 1,...,m(i))に対する具体的な空調設定温度の増分値を決定する．

設定温度を増分!t j で上昇させた時の，各サイトの空調消費電力量の削減量s j は次式で与えられ

る． 

 s j = aj!t j + bj"Ti          (3.8)

　上式のaj ,bj は，第jサイトの式(3.1)線型モデルの係数である(本節の定式化では，簡単のためエ

リアを示す添字を省略する)．
　外気温予測の誤差の影響からも確率変数になり，次のような正規分布をする．

 

 

s j ! N(s j ,! sj
2 )

s j = aj"t j + bjµi

! sj
2 = bj

2! i
2

#

$
%%

&
%
%

         (3.9)

　あるエリアに対するDLCの計画立案では，その内部のすべてのサイトの削減量の総和が期待値
として目標をみたしつつ，その分散を最小にするような!t j の組を求める．各サイトに対する外気

温予測誤差の影響は完全に相関したものであるため，この分散値を目的関数とする最適化問題は
次式のようになる．

 

 

min :! i
2 bjz j

j
"

#

$%
&

'(

2

)min : bjz j
j
"

s. t.

Ri
AC * aj+t j

j
" + bjµi

z j =
1 (+t j > 0)

0 (+t j = 0)

,
-
.

/.

0 0 +t j 0 +tmax ( j = 1,...,m(i))

但し，RiAC :第 iエリアの空調消費電力量の目標削減量
(RiAC< 0)[kWh] , µi :第 iエリア外気温予測誤差の平均，
! i
2 :第 iエリア外気温予測誤差の分散．

        (3.10)
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　上式で，z j は各サイトをDLCの対象にするか否かを示す0/1変数であり，解が!t j = 0になるサ

イトは DLCの対象として選択されないことを意味する．また，第iエリアに対する! i
2は定数であ

り，かつbj > 0 (夏期)であるから，結局(3.10)式の目的関数は bjz j
j
! で良いことになり，これは混

合整数計画問題(MIP)である．この問題を，すべてのエリアについて解けば，具体的な!t j の組を
決定することができる．

　ここまで述べてきたことから，(3.4)式の混合整数二次計画問題の求解は，(3.7)式の凸二次計画
と(3.10)式の目的関数を線型化した混合整数計画の二段階で解くことに，近似的に置き換えること
ができる．前段の凸二次計画は一意な大域解を高速に求めることが可能な形式であり，後段もエ
リアごとの小規模な問題に分割できることから，空調DLCの実施計画を高い効率で策定すること
が可能になる．(3.10)式の問題に対するさらに粗い近似として，設定温度増分と外気温の影響が等
しいこと(aj = !bj )を仮定すると3，実質的には，bj が小さな値を持つサイトから順に設定温度増

分を上限に設定し，目標削減量の不等式制約を充たすところまでサイトを選択することで，容易
に解くことができる．
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3 この仮定は空調需要の線型近似式(3.1)において，消費電力量が設定温度と外気温の差に比例すると考えて
いることを意味するが，空調の定常運転状態においては熱力学的にも妥当であると考える．



3.4 DLCの効率的フロンティア

3.4.1 効率的フロンティア

　投資理論の平均・分散モデルにおいて，商品ポートフォリオの期待収益率と，それに対応して
実現可能な収益の最小分散値の関係をプロットした曲線は，効率的フロンティアと呼ばれる[37]．
一般に，ポートフォリオの構成を期待収益率が高いものにすると，分散値(投資リスク)の方も大き
くなるような，トレード・オフの関係がある．目標収益率としてどの程度の値を設定するかは，
投資家のリスク選好性などに依存するが，効率的フロンティアの情報が利用できると，投資家は
定量的予測にもとづいて，自己の投資戦略を立案することが可能になる．DLCのポートフォリオ
選択においても，同種の効率的フロンティアを考えることができる．具体的には，(3.7)式で与件
としていた目標削減量を変化させ，それに伴って変動する削減量の最小分散値の関係が，DLCの
効率的フロンティアに相当する．
　このフロンティア線を描くために，(3.7)式の問題を一部書き換えて簡略化する．先ず，削減量
のエリア割当を示す変数を !y = ( !y1,..., !yn )

T   ( !yi = Ai"t
maxyi / R

AC = Ai"ti / R
AC )に変換する．この !y

は，目標削減量を各エリアに割り当てる比率をベクトル化したものである．次に目標削減量の不
等式制約を等式化し，さらに外気温予測誤差の平均値をµi = 0(i = 1,...,n)とすると4，次式のよう

な問題になる．

 

  

min : RAC

!tmax
"
#$

%
&'

2

( )y T )Q )y

s. t.

)yi
i
* = 1 ,

0 + )yi +
Ai!t

max

RAC ,

where

)Q =
C11, 11 … C1n, 1n

! " !
Cn1, n1 # Cnn ,nn

"

#

$
$
$

%

&

'
'
'
 ,

Cij =
BiBj

AiAj

  .

            (3.11)

上式を解けば最適解としての !y * と，削減量の最小分散値がわかるので，目標削減量RAC を走査し

て(3.11)式の解を連続的に求めれば, DLCのフロンティア線を描くことができる．
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4 この操作は，予測誤差の系統的なオフセットを打ち消すような補正をかけていることにあたる．



3.4.2 DLCの効率的フロンティアの試算

　ここでは，(3.11)式の解をもとにして，DLCの効率的フロンティアを実際に求めてみる．外気温
予測誤差の共分散としては，[表2]のような関東6都市の実測データを! ij (1" i, j " 6)として使用す
る．Table1の共分散値は，気象庁発表の気温観測データ[38]と商用数値予報サービス[39]の気温予報
の誤差(一時間毎の一日前予測，15日間)にもとづいて算出したものである．また，(3.11)式中の定
数について，3.3.3節で述べた粗い近似解法と同様に，Ai = !Biを仮定すると，Cij = 1(1! i, j ! 6)
になる．
 

[表2] 外気温予測誤差の分散共分散行列 (2012/07/01-15)
 

1． 2． 3． 4． 5． 6．

1. 宇都宮市 2.354 1.253 1.226 0.973 0.792 0.743

2. 前橋市 1.253 1.958 1.173 0.963 0.786 0.886

3. さいたま市桜区 1.226 1.173 1.722 1.178 1.045 0.966

4. 千代田区 0.973 0.963 1.178 1.562 1.058 1.170

5. 千葉市中央区 0.792 0.786 1.045 1.058 1.678 1.129

6. 横浜市中区 0.743 0.886 0.966 1.170 1.129 1.520

　DLCの効率的フロンティアを，上述の条件下で試算した結果を[図5]に示す．目標削減量を正値
化した!RAC を横軸とし，縦軸は最小分散値で描いている．[図6]は効率的フロンティアの縦軸を標
準偏差に換算したものである．これらの例では，!tmax = +2 ℃とし，目標削減量を
0 ! "RAC !100 [MWh]の間で変化させている．各曲線の形状は，(3.11)式の不等式制約である各
エリアへの割当比率の上限が，どのような値になっているかに大きく依存する．図では，宇都宮
市への割当上限を，6都市合計の削減可能量の20,40,60,80%に変化させ，残りを他都市に均分し
た例を示す(100%を!RAC =100に一致させている)．

　[図5]に描かれた四本の曲線は，それぞれ与えられた条件下で取り得る最小分散値をつないだも
のであり，投資理論でフロンティア線と呼ばれるのもに相当する．この図から，目標削減量と最
小分散値のトレード・オフ関係が見てとれる．図示したフロンティア線は，最適化の結果として
計算可能であるが，一般に単純な解析的表現を持たない複雑なものである．このような事情は，
[図6]の標準偏差プロットで見ると良くわかる．

　[図6]左側の直線部分は，(3.11)式が内点解を持つ領域であり，最適解 !y *は同一になる．この間
目的関数の係数項以外も一定になるため，縦軸の標準偏差は，!RAC のスケールでリニアに増大す
る．[図6]右側の曲線部分は，(3.11)式が端点解を持つ領域であり，不等式制約の上限の変化が曲
線の上方への屈曲を形づくる．従って，解が内点解となるような条件の時に，最適化の効果がよ
り大きくなることが期待できる．

　DRAの管理者が，このような効率的フロンティアの情報を利用できれば，これまでは与件とし
ていた削減目標量そのものの決定を，許容できる気象リスクを考慮しつつ行うことが可能にな
る．また，需要削減のインセンティブの価格構成やコストの情報と併せることによって，DRAの
利益最大化をはかることもできる．
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　　[図5] DLCの効率的フロンティア(分散)
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　　[図6] DLCの効率的フロンティア(標準偏差)
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3.5 数値実験

3.5.1 数値実験の設定

　DLCポートフォリオ最適化の効果を見積もるため，前節の事例にもとづいた数値実験を行っ
た．ポートフォリオ最適化の効果は，目標削減量や各サイトの削減可能量の詳細に依存するが，
前節で議論したごとく，内点解の領域の方がより大きな効果が期待できるため，今回はこの領域
の事例を想定する．具体的には，式(3.11)でCij = 1(1! i, j ! 6)と置き，さらに不等式制約の上限を
外して常に内点解を持つような条件にした，次の二次計画問題を解く．

   

min : !y T !Q !y
s. t.

!yi
i
" = 1, !yi # 0

where

!Q =
$ 11 … $ 1n

! " !
$ n1 # $nn

%

&

'
'
'

(

)

*
*
*

         (3.12)

分散共分散行列については[表2]の実測データを用いると，内点解として，
　
  !y

* = (0.142,  0.176,  0.062,  0.128,  0.226,  0.267)      (3.13)

が得られた．このベクトル値は，(3.12)式の問題における，6都市各エリアに対する削減量割当の
最適比率を示している．現実的な場面では，DLCで削減可能な総量に対し，目標値が比較的小さ
なケースにおいて，内点解になりやすいと考えられる．
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3.5.2 DLCポートフォリオ最適化の効果

　ここでは，前項の結果をもとにして，DLCポートフォリオ最適化の効果を見積もってみる．但
し，(3.13)式の解に対応する最小分散値そのものを用いたクローズドな評価では，予測誤差自体の
時間的変化を見込んでいないため，リアルなものにならない．本論文のような確率的予測にもと
づく最適化では，予測対象の分布状態がある程度安定していなければ効果が薄い．そこで，7月前
半のデータに対して得られた(3.13)の解を，同じ地域の7月後半におけるDLC実施に適用した場合
の需要削減の分散値を，評価指標に使用する．
　[図7], [図8] に，関東6都市の2012年7月前半と後半における分散共分散行列の分布状態を示
す．図の底面は6都市の組合せを表現しており，縦軸が共分散値である．これらを見ると，外気温
予測の誤差には，地理的距離や地形によると思われる相関が存在することがわかる．また，7月後
半の方が全体に値が大きくなっているものの，エリア間の相対的関係は，一定程度保存されるこ
とが見てとれる．

!"宇都宮市
#"前橋市
$"さいたま市桜区
%"千代田区
&"千葉市中央区
'"横浜市中区

("((())

("&(())

!"((())

!"&(())

#"((())

#"&(())

!) #) $) %) &) ')

!) #) $) %) &) ')
!"宇都宮市 #"$&%)) !"#&$)) !"##')) ("*+$)) ("+*#)) ("+%$))

#"前橋市 !"*&,)) !"!+$)) ("*'$)) ("+,')) (",,'))

$"さいたま市桜区 !"+##)) !"!+,)) !"(%&)) ("*''))

%"千代田区 !"&'#)) !"(&,)) !"!+())

&"千葉市中央区 !"'+,)) !"!#*))

'"横浜市中区 !"&#())

[℃2]

   

[図7] 外気温予測誤差の分散共分散行列
(2012/07/01-15)

37



!"宇都宮市
#"前橋市
$"さいたま市桜区
%"千代田区
&"千葉市中央区
'"横浜市中区

("((())

("&(())

!"((())

!"&(())

#"((())

#"&(())

$"((())

$"&(())

%"((())

!) #) $) %) &) ')

!) #) $) %) &) ')
!"宇都宮市 $"*$*)) #"#(&)) !"*!+)) !"(,,)) ("+%%)) (",!*))

#"前橋市 $"!$+)) #"#!&)) !"%(,)) !"#'()) !"#(,))

$"さいたま市桜区 $"!&!)) !",$+)) !"%#$)) !"%+'))

%"千代田区 #"#%+)) !"#!!)) !"$$())

&"千葉市中央区 !"%&*)) (",%*))

'"横浜市中区 !"#&!))

[℃2]

[図8] 外気温予測誤差の分散共分散行列
(2012/07/16-31)

　[図7]に示した7月前半のデータを用いて算出したポートフォリオ最適化の効果を，需要削減量の
標準偏差(相対値)として [表3] に示す．ポートフォリオ最適化では，(3.12)式を外気温予測誤差の
分散共分散行列を使用して解いた共分散型と，分散共分散行列の対角成分以外をすべて0に置き，
分散のみを考慮した求解を行う分散型の二通りを試行した．
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[表3] DLCポートフォリオ最適化の効果

ポートフォリオ選択方式
需要削減量の標準偏差

（相対値） 備考

ワースト選択 1.93
誤差分散が最大となる一都市(宇都宮市)
を選択．

均分選択 1.26 各都市に1/6づづ均等に割当てる．

最適選択(分散型) 1.24
前期予測誤差の分散値のみを用いて最
適化した選択比率を当期に適用．

最適選択(共分散型) 1.18
前期予測誤差の分散共分散行列を用い
て最適化した選択比率を当期に適用．

　[表3]に，各種のポートフォリオ選択方式における需要削減量の標準偏差を示す．比較対象に
は，目標削減量を誤差分散が最大の一都市(宇都宮市)のみに割当てるワースト選択と，各都市に同
量を割当てる均分選択のケースをあげている．表から最適選択(共分散型)の効果を，ワースト選
択，均分選択， 最適選択(分散型) の三つを基準にして算出すると，それぞれ 38.9%, 6.35%, 
4.84%程度の改善率となった．均分選択と比較した効果はそう大きなものではないが，ワースト
選択からの効果はかなり顕著である．ワースト選択は非常に人工的な比較例ではあるが，予測誤
差の観点からのポートフォリオ選択を実施しないことの危険性をよく示している．

　また，最適選択(分散型)と 最適選択(共分散型)の比較でもある程度の改善が見られる．共分散型
の最適解は，既出の(3.13)であるが，分散型の最適解は次式:
 
  !y

* = (0.125,  0.150,  0.170,  0.188,  0.175,  0.193)      (3.14)

であり，共分散型の解とはかなり異なっている．例えば分散型の解において，誤差分散が最大で
ある「宇都宮市」への割当比率が最小になるのは自然に思えるが，共分散型において割当比率が
最小になるのは「さいたま市桜区」であり，「宇都宮市」は下から三番目である．これは単純に
誤差分散だけに着目していては分からない結果であり，ポートフォリオ最適化において共分散まで
考慮する意味があることを示している．現実的には各エリアごとの削減可能量に上限が存在する
ため，目標削減量との組み合わせによっては均分選択を実施できないケースもあり得る．この場
合は提案手法のように，上限から来る不等式制約を含むかたちの二次計画として最適選択を実施
することがいずれにせよ必要になる．尚，この数値実験では関東6都市だけのデータを使用した最
適化を試行しているが，(3.7)式のような凸二次計画問題の計算量はO(n3)であることが知られてい
るため [40]，関東の全区市町村規模(数百程度)のデータであっても求解に問題はないものと考え
る．但し，外気温予測誤差の分布と言う観点からは，地理的にあまり細分化しても実質的な意味
はないかもしれない．
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　最後に，本論文で提案したポートフォリオ最適化のモデルが，不確実性の起源として明示的に
扱っているのは，外気温予報の誤差に限られる．実際の問題では，モデル化誤差や各サイトの目
標達成に対する信頼性等，さまざまな不確実性が存在する．しかしながら，これらの多くは偶然
誤差であり，互いに打ち消し合うことによって，マクロ的な影響は小さくなることが期待でき
る．これに対して，気温の予報誤差は予報エリア内の系統誤差として作用し，同一エリア内では
全く打ち消されることがない．従って，気温の予報誤差の影響を，エリア間の誤差の共分散関係
を利用して低減する手法は，大規模なDLCによる電力需要削減の信頼性を上げるために有効であ
ると考える．
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3.5.3 DRAの財務分析指標によるポートフォリオ最適化の評価

　前項までは，オフィスビルを対象にしたDLCの対象として空調機器のみを考えて来たが，実際
のプログラムにおいては他の機器，特に照明機器が対象とされることが多い．照明機器の間引き
点灯や照度低下による節電は，事前に各オフィスビルの照明設備の調査や，節電方式についての合
意があれば，ほぼ想定した通りの需要量が削減可能である．従って，DLCのプログラムにおいて
は，照明機器は投資理論で言うところの，無リスク資産にあたると考えられる．この項では，空
調機器と照明機器を対象にしたDLCプログラムの総体において，前項で示した標準偏差の変化
が，具体的にどのような意味を持つのかを考察する．

　ここでは次のような電力取引上の意思決定を行うDRAを想定する．このDRAはDLCの対象とし
て，多数の広域的に分散したオフィスビルと契約しており，その節電資産は，照明機器と空調機器
によって構成されている．照明機器は無リスクの節電資産でありその需要削減の目標総量を
RIL (! 0)，空調の需要削減の目標総量をRAC (! 0)とする．照明機器は無リスクの節電資産である
から，その目標は意図通り達成できるため，目標と実績の誤差は0と考えて良いが，空調機器の方
はリスク資産であるため，誤差分布として平均: 0，標準偏差: ! AC の正規分布を仮定する．このと
き，照明と空調をあわせた電力消費の削減量は， N(R

IL + RAC ,  (! AC )2 )の正規分布に従うことに
なる．

　上記のような節電資産を保有しているDRAの管理者は，電力会社に行う需要削減の宣言量とし
て，削減量の期待値から1σを引いた値: RIL + RAC !" AC  を選ぶとする．これは，正規分布の仮定
から，目標達成率として84%程度が期待できることを意味する．北米等で実際に行われているDR
プログラムでは，宣言した削減目標が達成できない場合に，卸売電力価格等をもとにした高額な
ペナルティが課せられるので，管理者は一定の達成確率を確保する必要がある．上の宣言量はこ
のような状況を勘案したものである．また，ここで想定するDRプログラムの需要削減一単位の価
格をPa，需要家に一単位の削減の代償として支払うインセンティブをPbとする．電力会社の料金
支払い基準は，宣言された削減目標が達成された場合には，Paに宣言量を乗じた金額を支払い，
達成されない場合は逆に同額をペナルティとして徴収するものとする．

　このとき，DRAが電力会社から獲得する料金総額の期待値: Ftot と，需要家に支払うインセン
ティブ総額の期待値: Itot は，次式で与えられる(目標達成確率を0.84, 未達確率を0.16とした)．

 
Ftot = 0.68Pa (R

IL + RAC !" AC )
Itot = Pb (R

IL + RAC )

#
$
%

&%
       (3.15)

一方，資源エネルギー庁の推計によると，夏期のオフィスビルの電力需要の内訳は，空調が48%, 
照明が24%等とされている[41]．ここで，空調の設定温度の標準を26℃，外気温の平均を30℃，節
電のための空調の設定温度増分をを1℃と仮定する．空調の消費電力はほぼ外気温と設定温度の差
に比例すると考えれば，このときの節電量の期待値は全体の12%程度になる．また，照明の方は
間引き点灯や減光により半分程度に削減できると仮定すると，これも全体の12%程度の削減量に
なる．従って，DRAがDLCの手段として50%の照明削減と空調設定温度の1℃上昇を，各需要家に
対して実施すると仮定すれば，RIL = RAC = 1と置くことができ， 照明と空調をあわせた電力需要
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の削減量は， N(2,  (!
AC )2 )の正規分布をする([図9]参照)． また， [表3]の標準偏差の値は，(3.12)

式などで空調消費電力の削減総量の期待値を1.0とした場合の相対値であるため，これらを該当す
るポートフォリオ選択方式の! AC 値として使用することが可能である．

!! !" !# # " ! $

%&%'

%&(%

%&('

%&#%

%&#'

%&)%

%&)'
σAC=1.18

σAC=1.26

σAC=1.93

σAC=1.24

[図9] DLCによる電力需要削減量の確率分布

　ここではまず，DRAの売上げの変化を試算してみる．(3.15)式で RIL = RAC = 1とすると，DRA
の売上げの期待値は次式のようになる．

 Ftot = 0.68Pa (2 !"
AC )         (3.16)

[表3]にあげたポートフォリオ選択方式のうち，もっとも自然と思われる均分選択方式の売上げ期
待値を100とした時のDRAの売上げを[表3] の! AC 値を使用して見積もると， ワースト選択方式， 
最適選択(分散型)， 最適選択(共分散型)の順に，それぞれ 9.45, 102, 111 となる．ワースト選択
方式は極端な例ではあるものの，売上げがほぼ1/10に減ってしまう．これに対し， 最適選択(共分
散型)では均分選択方式より売上げが10%以上増加することことがわかる．

　次に，損益分岐分析の観点からポートフォリオ最適化の効果を評価する．DRAがDLCを実施す
ることによって利益をあげるための条件は，Ftot ! Itotであるから，ここで等号が成り立つときの
売買価格の比率を(3.15)式から求めると，次のようになる．

 Pa
Pb

= RIL + RAC

0.68(RIL + RAC !" AC )
        (3.17)
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ここでも RIL = RAC = 1とすると，前式は次のように簡略化される．

 Pa
Pb

= 2
0.68(2 !" AC )

         (3.18)

損益分岐価格比の具体的な値について，[表3]のポートフォリオ選択方式ごとに算出した! AC値か
ら求めた結果を下表に示す．

[表4] ポートフォリオ選択方式ごとの損益分岐価格比

ポートフォリオ選択方式 損益分岐価格比 備考

ワースト選択 42.0
誤差分散が最大となる一都市(宇都宮市)
を選択．

均分選択 3.97 各都市に1/6づづ均等に割当てる．

最適選択(分散型) 3.87
前期予測誤差の分散値のみを用いて最適
化した選択比率を当期に適用．

最適選択(共分散型) 3.59
前期予測誤差の分散共分散行列を用いて
最適化した選択比率を当期に適用．

　電力会社が支払う需要削減の単価は，DRの前日市場等で決まる全プログラム参加者に共通なも
のであると考えると，損益分岐価格比が大きいと言うことは，需要家に支払うインセンティブの
単価が低くなることを意味する．上表からわかるように，ポートフォリオ選択方式によって損益
分岐価格比は最大で10倍程度も異なっている．ここで設定したDRプログラムの事例は比較のため
に大幅に簡略化したものである．実際のDRプログラムでは，インセンティブに固定部分と従量部
分があったり，目標未達時のペナルティも不足量に比例して徴収されるケースが多い．しかし，
ポートフォリオの選択方式によって，これほど価格比が変動することは，DLCの計画において気
象リスクを考慮することが非常に重要であり，これを考慮したポートフォリオ最適化は，DRAの
収益性や，契約需要家を募集・維持する際の競争力向上のために大きな役割を果たすことが予想
される．

　尚，本節で行ったポートフォリオ最適化の評価例は，オフィスビルにおけるDLCと言うDRのな
かでも限定された一つのケースである．また，夏期のオフィスビルで一般的に実施可能なDLCと
して照明と空調設備のみをその対象に限定しているが，オフィスビル以外を含む実際のケースで
は，他の手段による節電の努力が図られることも考えられる．このような節電の努力はその信頼
性に応じて，やはりリスクの大きさを統計的に評価することによって，提案手法の最適化問題の
一要素に含めることが可能であると考える．
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3.6 本章のまとめ

　本章では，スマートグリッドのオペレーショナルリスクの一つである需給バランスリスクの問
題として，オフィスビル等の空調設備を対象にしたDLC実施計画の策定について述べ，策定手段
として，ポートフォリオ最適化手法の一種を提案した．このような最適化問題は，例えばDRアグ
リゲータがDLCを実施する需要家の構成や制御条件を，気象リスク下で決定する際に発生するも
のである．提案した手法では，需要家数に対するスケーラビリティの低い直接的解法を，二段階
の近似解法に置き換えることで，計算効率を改善している．
　また，DLCの目標削減量と最小分散値の二項関係において，現代投資理論の効率的フロンティ
アと類似したふるまいが存在することを示し，その生成メカニズムに関して分析を加えた．DLC
ポートフォリオの最適化については，実際の外気温予測誤差データを用いた数値実験を行い，電
力需要削減の確実性や，DRAの収益性・競争力の観点において一定の効果があることを確認し
た．
　DRA事業が電力の需給バランス安定化に対して果たすべき大きな役割は，気象リスクに代表さ
れるDRプログラム周辺の不確実性を，集計的かつ計画的に抑制することである．このような調整
能力は，個別の需要家では原理的に持ち得ないものであり，DRAの事業性にも直結するため，ビ
ジネス上の一つの核になり得るものである．また，本論文で提案したポートフォリオ最適化の枠
組みは，気象リスク以外にも様々な相関のあるリスクの総体を最適化することが可能であるた
め，より効率的でサステナブルな社会を構築するための一助になるものと考える．
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4. 柱上トランスの接続相判定問題

　本章では，スマートグリッドのオペレーショナルリスクの一つである電圧変動リスクに着いて
述べ，このリスクを精密に管理するためには，配電系の柱上トランスの接続相を正しく知ること
が必要であることを指摘する．また，需要家の電力消費に起因する配電系高圧側の線電流と，Δ
結線されたトランスの各相を流れる相電流の関係式を求め，これらの相関関係を分析することに
よって，トランス接続相を判定する方式の可能性について検討を加える．

4.1 背景

　電力市場の自由化をはじめとする電力事業の規制改革や，再生可能電力普及の流れの中におい
て，電力の伝達手段である送配電系統に求められる機能が，昨今大きく変わって来ている．この
うち配電系においては，今後多数の導入が予想される太陽光発電(PV)などの分散型電源への対処
が大きな課題である．その一例として序論で述べたごとく，配電系の供給電圧が一定の範囲内(規
定上は 101±6V, 202±20V 等)から逸脱するような，電圧変動リスクの問題がある．

　従来の配電系の電圧変動リスクにおける主な課題は，過負荷に伴う電圧降下であったが，分散
型電源の系統連携においては，売電のための逆潮流が発生するため，その際の電圧上昇も大きな
問題となる．現状の配電系でも電圧降下の防止については，これを前提にした設計・運用が成さ
れているが，電圧上昇の問題に関しては，ほとんど想定されていなかったため，新しいタイプの電
圧変動リスクとなって来ている．この種の逆潮流に起因する電圧変動リスクへの対処としては，柱
上トランスの増設，タップ変更による変圧比の微調整，パワーエレクトロニクス上の各種受動・
能動機器を利用する新しい電圧管理など，様々な方式の検討が各所で開始されている．

　このような電圧変動リスク対策を実際の配電網に対して定量的に検討するためには，潮流計算
技術にもとづく配電系のシミュレーションを行うことが有効である [16][20][21]．しかしながら，こ
こで柱上トランスの接続相の問題が浮上する．これは，三相3線式の配電系統において，需要家と
の接点にある柱上トランスが，三種類ある配電線の組み合わせ(相)のうち，どの相で高圧側と接続
されているか分からないと言う問題である．トランスの接続相に関しては，三相交流を平衡に保
つため，需要家達の負荷をできるだけバランスさせるような選択が成されているが，各需要家の
具体的な接続相がいずれであるかについての記録・管理がなされていないケースも多い．このた
め，電圧変動リスクへの対策を検討するに際しても，まず接続相の現状調査から考える必要があ
る．

　柱上トランスは，需要家10-20軒に対して一つが設置されており，配電系全体で考えるとその数
は膨大である5．また，接続相の調査は今のところ人手に頼るしか方法がなく，大きなコストと時
間を費やすことになってしまう．そこで我々は，配電系高圧側に設置されるセンサ内蔵開閉器の
センサ情報と，需要家側に導入されるスマートメータの電力情報のみを利用する情報処理によっ
て．トランスの接続相を自動判定する試みに着手した．
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5 東京電力の管内では約243万個の配電用変圧器が使用されている (平成24年3月時点)．全国規模ではこの三倍程度あ
ると考えられる．



4.2 トランス接続相判定問題の定義
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c線 

[図10] 配電網とトランス接続相

　上図に，現在の典型的な配電網の事例を示す．配電系統は三相3線式であり，柱上トランスの接
続相には三つの可能性がある．本論文では，高圧側(6.6kV)の配電線をa線, b線, c線と呼び，トラ
ンス接続相については，使用可能性のある配電線の組合せに対応してab相, bc相 ,ca相とする6．
実際の配電系では，柱上トランスが使用する接続相は通常一つに限られ，この相を各トランス毎
に変化させることによって，三相の負荷をバランスさせるような運用が行われている．

　配電系の高圧側には，センサ内蔵開閉器がいくつか設置されており，三種類の線電流と線間電
圧の測定値を取得することができる．需要家は柱上トランスの二次側に接続されており，契約電
圧(ex. 100V)の供給を受ける．需要家の一部には，スマートメータが導入されており，その消費電
力が継時的に測定されている．各需要家と柱上トランスの接続関係の情報は電力会社によって管
理されているが，トランスが使用している接続相の情報までは，記録・管理されていないケースも
ある．
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6 接続相に複数の可能性があることを表現したため，図では柱上トランスが三相のように見えるが，実際の柱上トラン
スの多くは単相のものである．



柱上トランス

a線

c線

b線

高圧線
(三相３線式6600V)

低圧線
(100/200V)

高圧引下げ線

低圧引上げ線

[図11] 柱上トランスと接続相

　上図に，実際の配電線と柱上トランスの配線事例を示す．図では，上方にある三相3線式の高圧
線(6600V)のうちのa線とb線が，高圧引下げ線によって柱上トランスと結線されており，このトラ
ンスの接続相はab相であることがわかる．トランスの一次側に入力された電力は，低圧
(100/200V)に変圧されて二次側から出力され，低圧引上げ線，低圧線を通って需要家に供給され
る．尚，図は視認でも接続相がわかりやすい事例であるが，一般には複数のトランスが使用され
ていたり，高圧側の線路に複雑な分岐や捻り7 が入っていたりするため視認だけで判断することは
難しく，2.2節で述べたような技術による測定が必要とされる．
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7 捻架(ねんか/ねんが)と呼ばれる．送配電線路において三相交流の各相のインダクタンスやキャパシタンス
の不平衡を低減するため，配線同士や大地との空間的対称性を高めることを目的として，線路に捻りを加え
ること．これにより送配電による電力損失を減少させることができる．



　前述したように，トランス接続相の情報は，配電系の電圧管理のために重要な意味を持ってい
るが，その調査には大きなコストと時間がかかる．そこで，トランスの接続相をセンサ内蔵開閉
器とスマートメータの測定情報などから判定する技術が強く求められている．以下では，この
「トランス接続相判定問題」の具体的な条件について述べる．

　トランス相の判定に利用できる情報を整理すると，以下のようになる．
(1) センサ内蔵開閉器の測定値
　・配電系高圧側の線電流(a, b, c線)
　・配電系高圧側の線間電圧(a-b, b-c, c-a線間)
(2) スマートメータの測定値
　・需要家の消費電力量(現状では一部需要家のみ)
(3) 需要家の管理情報
　・各需要家と柱上トランスの接続関係(トランス接続相は不明)

　(1)のセンサ内蔵開閉器は，現在配電系への導入が進んでいるが，一つのフィーダ8に対して，1-
数個程度の設置が現実的なようである．(2)のスマートメータの普及率は，2014年2月現在で7%程
度であるが，今後急速に設置が進むと考えられている．メータで計測される電力量のサンプリン
グ間隔は機種によって変わるが，30分単位が典型的である．(3)については，接続関係の情報以外
に，トランス相の利用形態の情報も場合によっては利用可能になる．例えば，電灯線の接続相は
トランスあたり通常一つに限られること等である．利用可能な情報に関するこのような条件下
で，各需要家，あるいは各トランスが使用している接続相を判定することが，我々が取り組む
「トランス接続相判定問題」である．

　配電系の電気的情報から，トランス相のような回路の接続関係を決めようとする場合，一般的
には，回路理論的な計算をベースとすることが自然である．しかしながら今の条件では，決定論
的な回路計算を行うための情報が全く不足しているため，これは困難である．そこで次善の策と
しては，回路上で計測可能な情報の統計的な相関情報などを利用することが考えられる．

　配電系の高圧側と低圧側(需要家側)で利用可能な情報の組み合わせから考えて，相関分析的な手
法を実施するのに最適な情報は，電力である．電力ならば，直接的な測定値が高低圧の両側で取
得可能であるのがその理由である．もし電力が，高圧側の各配電線別に計算可能であり，かつ電
力の供給経路となる配電線が，需要家のトランス接続相に対して一意に決まるならば，配電線別
の電力と需要家消費電力の時系列データに対する相関分析を実施することによって，接続相の判
定を行うことができる．

　ところが実際の三相交流回路に関する初期的な調査を行ったところ，[図10]のような配電系統9
に対して，上の方針にもとづく判定が原理的に困難であることが判明した(理由は後述)．そこで
我々は，電力ではなく電流情報を用いた相関分析による判定方式を考えた．
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8配電用変電所から放射状に広がる配電系統の一部．都市部では通常1000軒程度の需要家が含まれる．
9具体的には，三相3線式で各柱上トランスが三相のうちの何れか一つに接続されているような配電系統．



4.3 電流情報による接続相の判定
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[図12] 三相3線式配電系統

　上図のような配電系を考える．三相3線式の回路であり，柱上トランスは仮想的にΔ結線された
三相トランスであるとしている．実際の柱上トランスの多くでは単相3線式のものが用いられ，利
用される相も通常一つだけであるが，ここでは接続相に複数の可能性があることを扱うために，
配電系を仮想的な回路構成で表現している．需要家はトランスの二次側に接続されており，電力
が消費されると一次側にも相電流が流れる．高圧側の配電線は三本あり，それぞれに流れる電流
は，センサ内蔵開閉器で測定することが可能になっている．

　図示した一つの配電区間に流入する正味の(複素)10線電流:  !Ix を式(4.1)前半のように定義する．
このとき，各線電流と相電流: !Ii

yの関係は，キルヒホッフの法則から(4.1)式後半のように表現され
る．
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10 本論文で変数の文字上に ’・’ がついたものは複素数であることを示す．



 

 

!Ia = !Ia_SS1 ! !Ia_SS2
!Ib = !Ib_SS1 ! !Ib_SS2
!Ic = !Ic_SS1 ! !Ic_SS2
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(1' i ' nab ,1' j ' nbc ,1' k ' nca )

      (4.1)

 

  

!Ix , x!{a,b,c}: x 線の(複素)電流
!Ix _SS1, !Ix _SS2 : x線両端のセンサ内蔵開閉器の計測電流
!I y , y!{ab,bc,ca} : 柱上トランスの y相電流
!Ii
y , y!{ab,bc,ca} :第i需要家の消費に起因するy相電流
ny : y相に接続されている需要家数

　上式からわかるように，この回路ではトランスの相電流と配電線の線電流が1対2で関係してお
り，需要家の電力消費の影響は，配電線三本のうちの二本に及ぶことになる．需要家がどのトラ
ンス相に接続されている場合でも，二本のうち一本は重複することになるので，電力情報は高圧
側と低圧側(需要家側)で独立しておらず，相関分析による接続相判定には適していない．

　これに対して電流の方は，相電流と線電流が独立になる組み合わせが存在する．例えば(4.1)式
から，ab相に接続されたある需要家の消費に起因する相電流: !Ii

abは，線電流: !Icと無関係であるこ

とが分かる．他の接続相についても同様の組み合わせが存在する．従って，このような相関性の
差異を統計的分析によって推定できれば，接続相の判定が可能である．そこで以降では，電流情
報を用いる相関分析について検討を加える．

　配電系高圧側は三相3線式で構成されており，各相電流の間には 2π/3の位相差があるので，
(4.1)式の後段を，振幅と位相に分解した相電流を用いて表現すると，次のようになる[42] [43]．
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また，相電流の振幅は，同相であれば実数値として加算して良いので，以下のようにまとめること
ができる．

 
 
I y = !Ii

y

i
! = !Ii

y
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y
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!          (4.3)

　(4.2), (4.3)式を用いて，a線の線電流の振幅を相電流で表現すると，次のようになる．

 
 
Ia = !Ia = !Ii

ab

i
! " e

j 2
3
# !Ik

ca
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!         (4.4)

ここで，配電系が対称三相交流であることを仮定11すると，a線電流の振幅は次式のようになる
12．

 
Ia = I ab( )2 + I ca( )2 ! 2I abI ca cos 2"

3

= I ab( )2 + I ca( )2 + I abI ca
      (4.5)

　上をTaylor展開して一次近似することにより，a線の線電流の微小変化とab,ca相電流の微小変
化の関係を，以下のように表現することができる．

 

 

dIa !
2I ab + I ca

2 I ab( )2 + I ca( )2 + I abI ca
dI ab + 2I ca + I ab

2 I ab( )2 + I ca( )2 + I abI ca
dI ca

(4.6)
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11 対称三相交流とは，三相の起電力，周波数が等しく位相差が全て2π/3の関係にあるもの．
12 (4.4)式のベクトル図と余弦定理からわかる．



　さらに，各相に接続されている負荷インピーダンスが等しい平衡負荷であることを仮定す
ると， I ab = I ca であるから，平衡状態からの微小変化に関する以下の近似式が得られる．

 
 

dIa !
3
2
dI ab + 3

2
dI ca

         (4.7)

他の線電流についても同様な近似が可能であるから，結局次の三つの近似式で線電流の微小変化
を見積ることができる．

 

 

dIa !
3
2
(dI ab + dI ca )

dIb !
3
2
(dI bc + dI ab )

dIc !
3
2
(dI ca + dI bc )

!

"

#
#
#

$

#
#
#

        (4.8)

　上式から，需要家の消費に起因する相電流と線電流の微小変化の間には近似的な線型関係があ
ることがわかる．線型関係にある変数間には相関係数を計算すること等による相関分析が有効で
ある．しかし，センサ内蔵開閉器で測定される線電流は，接続相の判定対象にするトランス下の
需要家以外のものが含まれているため，(4.8)式のような線型関係は大量のノイズに埋もれた状態
になっており，相関性の差異から接続相を判定することは容易ではないことが予想される．
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4.4 本章のまとめ

　本章では，配電系供給電圧の変動リスクと，柱上トランスの接続相判定問題の関連とその詳細
をのべ，この問題が配電系の交流回路を確定する課題として，高度な配電網管理の入口にある重
要な課題であることを示唆した．また，需要家の電力消費に起因する配電系高圧側の線電流と，
Δ結線されたトランスの各相を流れる相電流の関係式を求め，それらが近似的な線型関係にある
ことを示した．しかしながら，このような線型関係を直接検出することによってトランス接続相
を判定するためには，スマートメータやセンサ内蔵開閉器から得られる情報だけでは不十分であ
り，観測不可能なノイズ成分が判定を阻害するであろうことを予想した．
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5. 相関係数による接続相判定方式

　本章では，スマートメータで取得する消費電力データと，配電系高圧側で計測される電流デー
タの相関係数を比較することによって柱上トランスの接続相を自動判定する方式を提案し，単純
なハイパスフィルタを前処理に適用したシミュレーションによって，手法の有効性を検討する．

5.1 電流値時系列の相関係数

　相関分析を電流情報に適用するため，線電流値と相電流値の時系列を次式で定義する．時系列
データには測定値の !Ix (t), !Id

y (t)を，それらの時間平均からの変動に換算して使用する．

 

 

Ix (t) = !Ix (t)" µ( !Ix (t)), x#{a,b,c}
Id
y(t) = !Id

y(t)" µ( !Id
y(t)), y#{ab,bc,ca}

但し，µ($)は時間平均を示す．
            (5.1)

　尚，[図12]のような各配電区間に正味に流れる線電流の値 !Ix (t)をセンサ内蔵開閉器の測定値か

ら求めるには，線電流の振幅は同相であれば実数として扱えるので，次式のように上流の測定値
から下流の測定値を減算すれば良い．

 !Ix (t) = !ISLGS1_ x (t)" !ISLGS2_ x , x#{a,b,c}      　    (5.2)

また，(5.1)式で，トランスのy相に接続されたある需要家dの電力消費に起因する相電流: !Idy (t)

は，次式を用いて，スマートメータで計測された消費電力から算出することができる 13．この時
の電圧値は契約電圧を用いた定数として扱う．算出した電流値は，スマートメータのサンプリング
間隔における平均電流程度の意味しか持たないが，線電流データの方にも等価な加工を施してお
けば，統計的分析を実施する上での問題はない．また，データの用途が相関分析に限定されるな
らば，需要家側の電力値をそのまま使用しても良い．

 !Id
y(t) = 2

k
" !Pd (t)
Vd

        　        (5.3)

 

 

但し， !Pd (t) :需要家dの消費電力の時系列，
Vd :需要家dの契約電圧(実効値)，
k :トランス変圧比．
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13 スマートメータで計測される需要家の消費電力と契約電圧(実効値)から計算される電流は実効値になるの
で， 振幅(最大値) を求めるために√2倍している．



以上に述べたことから，各線電流と相電流値時系列の共分散:! xd
y と相関係数:!xd

y を，以下のよう

に定義することができる．

 

! xd
y = 1

T
Ix (t)Id

y(t)
t=1

T

"

#xd
y = ! xd

y

! x! d
y =

1
T

Ix (t)Id
y(t)

t=1

T

"
1
T

Ix (t)
2

t=1

T

" 1
T

Id
y(t)2

t=1

T

"
($1% #xd

y %1).

     　(5.4)

　 

 

Ix (t), x!{a,b,c}: x線の電流値の時系列
Id
y(t), y!{ab,bc,ca}:需要家d(y相接続)の消費に起因する相電流の時系列

" xd
y : Ix (t)とId

y(t)の共分散

#xd
y : Ix (t)とId

y(t)の相関係数

" x ," d
y : Ix (t), Idy(t)の偏差

T :時系列のサンプリング点数

上で定義した共分散と相関係数は， 添字x, yの組み合わせによって 3 × 3 = 9 通りある．これら
の相関係数が具体的にどのような値を持つかは，各需要家の消費電力の時間的な変化，及び線電
流と相電流の関係を規定するトランス接続相が，どのように設定されているかで決まる．

　尚，(5.4)式のId
y(t)は相関係数の計算にのみ使用されているため，Id

y(t)の代わりにその定数倍だ
け異なるPd (t)をそのまま用いてもかまわない．ここで  Pd (t) = !Pd (t)" µ( !Pd (t)) (µ(#)は時間平均)で
ある.
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5.2 相関係数値の見積り

　この節では，消費電力の時系列に適当な仮定をおいて，相関係数の値を概算してみる．第４章
の(4.8)式を適用すれば，各線電流値の時系列は以下で近似することができる．
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Ix (t) = ,Ix (t)- µ( ,Ix (t)), x.{a,b,c}
Ii
y(t) = ,Ii

y(t)- µ( ,Ii
y(t)), y.{ab,bc,ca}

(µ(/)は時間平均)

     　(5.5)

 

 
 
!Ix (t), y"{a,b,c} :x線電流値の時系列
!Ii
y(t), y"{ab,bc,ca} :第i需要家の消費に起因するy相電流値の時系列

　
　ここで，需要家dを含むすべての需要家個別の消費に起因する相電流: Iiy (t)は，N(0,! 0

2 )の互い

に独立な正規分布をしていると仮定する．まず，(5.3),(5.4)式から，各線電流時系列の偏差と，需
要家dがab相に接続されている場合の共分散を求める．
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 (5.6)

　上式後段の結果は， 需要家dの消費に起因する相電流: Idab (t)が，各線の電流のうち，自己の相
電流が原因となっている部分とのみ相関があると言う事情から得られたものである．これらの結
果を相関係数の定義式に代入すれば，需要家dがab相に接続されているケースにおける，各線電流
との相関係数を求めることができる．
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  　　  (5.7)

同様の計算は，需要家dが他の相に接続されているケースでも可能である．以下に，需要家dの接
続相で場合分けした，各線電流との相関係数の近似式をまとめて記述する．
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　上式から，需要家dのトランス接続相と，値が近似的に0になる相関係数の種別は一対一に対応
していることが分かる．また，それ以外の相関係数については，需要家全体の各接続相への配分
に応じた値を持つことも見て取れる．

　ここまでは需要家dが単一であるとした試算を進めて来たが，同一の柱上トランス下にある複数
需要家のスマートメータデータが利用できる場合には，判定の分解能をもっと上げることが可能
である．

具体的には，測定時刻ごとに複数の需要カーブのの総和を取った，仮想的に大きな需要家を考え
ることによって，接続相判定の精度向上をはかることができる．例えば nd 戸の需要家データが利

用可能であるとすると，この仮想的需要家の相電流の分布は， N(0,  nd! 0
2 )に従う．相関係数の近

似式も以下のように書き換えられ，係数値間の差が nd に比例して変化することがわかる．
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　実際の相電流の時系列が， この節で仮定したような正規分布を持つとは限らない． しかし一般
の場合であっても，三種ある相関係数のうち，他と比べて小さな値になる線種が，トランスの接
続相に対応して一つ存在することについては同様である． この点に着目すれば，電流値時系列間
の相関係数を算出・比較することによって，需要家の接続相を判定することができる．具体的に
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は，接続相不明の相関係数: !x,d (x "{a,b,c})に対するトランス接続相の判定基準の一例として，
以下のようなロジックが考えられる．

 

 

!ad = min !ad ,!bd ,!cd{ }" bc相接続
!bd = min !ad ,!bd ,!cd{ }" ca相接続
!cd = min !ad ,!bd ,!cd{ }" ab相接続

        (5.10)

  但し，!xd : Ix (t)とId (t)の相関係数 (x "{a,b,c})

　最後に，相関係数を用いたトランス接続相判定問題の分解能について述べる．三相交流による
配電網では，電力の伝送効率を良くするために，三つの相で負荷をバランスさせるような結線が
通常採用される．そのため，判定の対象とする配電区間の全戸数をNとした時に，
nab = nab = nca = N / 3の関係が成立していると仮定すると，(5.8)式の相関係数の線電流ごとの変化

幅は，

 
 
!" ! 3nd

2N
            (5.11)

程度になる．これを指標を用いれば判定問題の難しさを，利用するデータ条件に応じて見積もる
ことが可能である．一例として N = 400,nd = 1を代入すると， !" ! 0.061程度の値になる．この
値は，一般的な相関分析では文句なく「相関なし」とされる大きさであるが，(5.11)式は一種理想
的な条件下での見積もりであるから，接続相に応じた相関係数の変化幅としてはほぼ上限に相当
するものであると考えられる．現実的な変化幅は，これよりもっと小さくなることが想定される
ため，本方式によるトランス接続相の判定は，ノイズに埋もれた電流信号間の非常に微小な相関
関係をどうやって検出するか，と言うことが主要な技術課題になる．
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5.3 数値実験Ⅰ

　この節では，トランス接続相判定アルゴリズムの精度評価のために実施した，数値実験につい
て報告する．実験の準備段階から，電流信号間には擬似相関の発生が予想され，センサ内蔵開閉
器の測定データでは量子化誤差が大きくなる問題が判明していたので，これらを考慮した実験項
目を設定している．

5.3.1 数値実験システム

　数値実験を実施するために，[図11]のような数値実験システムを構築した．本システムは当部が
開発した電力系統の回路計算を高速に行うことができる．「潮流計算シミュレータ」[20][21]およ
び，所定のアルゴリズムに基づいてトランス接続相を判定する「接続相判定部」から構成されて
いる．システムには多数の需要家のスマートメータデータが与えられ，「潮流計算シミュレータ」
は，このデータと配電系の回路情報を用いた潮流計算によって，仮想的に置かれたセンサ内蔵開
閉器の高圧側線電流の測定値を生成する．回路上のトランス接続相については，各接続相の比率
が1/3程度になるような条件でランダムに設定している．

　次に接続相判定部は，スマートメータデータ(電力値または電流値)と潮流計算シミュレータが生
成した線電流値の相関係数を計算し，所定のアルゴリズムによって，すべてのバンクのトランス接
続相を判定する．最後に精度評価部が判定結果と正解を比較して，判定の正答率を算出してい
る．この数値実験システムに含まれる潮流計算シミュレータは，計算アルゴリズムにBackward 
Forward Sweep法が採用されている．この方式はツリー型トポロジーを持った交流回路に対して
非常に高速な求解が可能であるため，数値実験に必要とされる大量の演算に対して大きな威力を
発揮した(日本の配電系のほとんどはツリー型である)．
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センサ内蔵開閉器データ作成部

相関分析部

線電流データ

ノード、ブランチ、バンクデータ

潮流計算部

潮流計算出力データ

・・・外部シミュレータ

・・・接続相判定システム

30分毎
センサ内蔵開閉器データ

繰り返し
計算

各トランス毎接続相

接続相
判定部

ノードデータ ブランチデータバンクデータ

30分毎ノードデータ30分毎バンクデータ 30分毎ブランチデータ

評価部 評価結果

バンクデータ作成部

高圧低圧間の
バンクデータ
（接続相情報なし）

30分毎ノード
データ

ブランチデータ

開閉器位置
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Pd(t)=kId(t)

I’x(t)

(ρx,dを計算)

[図11] トランス接続相判定の数値実験システム
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5.3.2 使用したデータ

　配電系の回路データには，[図13]のような模擬配電網データを使用した．この配電網は川崎市
にある武蔵中原駅近辺の配電系をモデル化したものであり，実在の配電網そのものではないが，
典型的な都市型の配電網の事例になっている．ここでは，四系統のフィーダ線(ブランチ)を設定
し，そこに総数1935戸の需要家を配置している．模擬配電網上にある柱上トランスの総数(バン
ク)は296個であり，センサ内蔵開閉器は各フィーダ線の根元に設置されていることを想定した．

　また，スマートメータによる需要家消費電力の計測データには，過去に独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構(NEDO)が群馬県太田市で実施した「集中連携型太陽光発電システム
成果普及事業」において収集したものが公開されているため，これを利用させていただいた[44]．
数値実験では，公開データから適宜選択した計測データを模擬配電網上に配置し，想定したス
マートメータ普及率に従って，トランス接続相の判定を試行している．想定した普及率は15％お
よび100%であり，15%の普及率は各トランス配下の一戸の需要家だけにスマートメータを設置し
たケースに相当する．スマートメータによる消費電力データと，そこから数値計算的に生成される
線電流データのサンプルは，双方ともに30分間隔の平均値になっている．

　

接続相/線 Ｙ線 Ｔ線 Ｈ線 Ｋ線 合計 

需要家 
合計 488 587 453 407 1935 

ab相 157 202 165 125 649 

bc相 155 194 141 149 639 

ca相 176 191 147 133 647 

接続相/線 Ｙ線 Ｔ線 Ｈ線 Ｋ線 合計 

バンク数 
合計 75 96 67 58 296 

ab相 25 32 23 19 80 

bc相 25 32 22 20 99 

ca相 25 32 22 19 98 

配電系統配下の需要家数 配電系統配下のバンク数

Ｙ

Ｔ

Ｈ Ｋフィーダ４本の
根元にセンサ内蔵開閉器が
設置されている事を想定．

©Shobunsha.Publications.Inc

配電用変電所

[図13] 模擬配電網のマップ
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5.3.3 擬似相関の発生

　スマートメータの消費電力データや，潮流計算シミュレータが生成する高圧側の電流信号を見
た段階から予想されたことであるが，家庭需要家消費電力の時系列データには日周期や朝夕の
ピークをはじめとする顕著な類似性がある．この類似は人の生活サイクルに起因するものであ
り，トランス接続相のような電気的接続状態とは無関係なものである．第3章で提案したような相
関係数の比較によるトランス接続相の判定方式に対して，この類似性は擬似相関としてはたら
き，接続相判定の精度を低下させることになる．

　[図14]に，この問題の具体的な例を示す．図の左方には二つのトランス配下の需要家消費電力一
日分のグラフがあり，右方には高圧側三相3線の線電流の同様のグラフが図示されている．一見し
てわかるように，どのグラフにも朝夕に顕著なピークがあり，相関関係上の区別は難しい．例え
ば，トランス1はab相に接続されているため，電気的相関が存在するのはa線電流とb線電流のみ
であり，c線電流とは無関係な筈である．しかし，実際にトランス1の消費電力カーブと三種の相
関係数を計算してみると，いずれも0.5-0.6程度の値であり，これらの大小比較によってc線電流を
区別するのは困難である．すなわち，トランス1とc線電流の時系列データ間には擬似相関が発生
している．トランス2についても，同様の擬似相関がa線電流との間に起こっている．もっと長期
間のデータで見ても擬似相関の発生は顕著であり，日周期や週周期の擬似相関も存在している．

トランス2（bc相に接続）配下の電力消費量(P2→Id2)

トランス1（ab相に接続）配下の電力消費量(P1→Id1)  

電気的相関

電気的相関

a線電流(Ia)

b線電流(Ib)

c線電流(Ic)擬似相関

擬似相関

[図14] 擬似相関の発生
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Id

[図15] Idのスペクトル

　[図15]に，ab相に接続されたある需要家の消費に起因する相電流の時系列: Id (t)のスペクトル

を， [図16]に高圧側三線の線電流の時系列: Ia (t),  Ib (t),  Ic(t)のスペクトルを示す．相電流スペク
トルの方は実際のスマートメータの一年間分のデータから計算したもの，線電流スペクトルの方は
数値実験システムの潮流計算結果から計算したものになっている．いずれのスペクトルもよく類似
しており，特に線電流スペクトル同士は酷似している．これらから，周波数領域でみても擬似相関
が発生していることが良くわかる．また，どのスペクトルを見ても日周期成分とその高調波に相当
する付近(正規化周波数 ~ 0.021の整数倍)に顕著なピークが見られ，相関係数の値には，これらの
帯域成分が大きな影響を与えるであろうことが想像できる．

　このような擬似相関が接続相判定に与える影響を軽減するためには，日周期を代表とする低周
波側をカットするようなハイパスフィルタ(HPF)を，接続相判定の前処理として適用するのが，有
効であると考えられる．後述する数値実験では，HPFの適用の有無で正答率の比較を行ってい
る．
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[図16] Ia, Ib, Ic のスペクトル
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5.3.4 センサ内蔵開閉器の測定値における量子化誤差の問題

　センサ内蔵開閉器における電流測定では，高圧電流が計測対象になるせいか，計測されるアナ
ログ量から最終的なデジタルデータに落とす際に発生する量子化誤差が，非常に大きくなるケース
がある．その大きさは例えば，100[A]程度のダイナミックレンジに対して4[A}幅程度もの誤差が
発生することが想定される．

　[図17]に，擬似的に作成したその一例を示すが，この状況は計測の分解能として4-5bitしか取れ
ないことを意味している．図から明らかなように，分解能がこれほど低いと， 接続相判定に対し
て有効にはたらくと思われる高周波成分のデティールがかなり失われることになる．数値実験で
は，この量子化誤差がトランス接続相判定の正答率に与える影響も評価した．

!"#
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!%#

&!#

&'#

$"#

$$#

$%#
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"# !# $# '# %# )"# )!# )$# )'# )%# !"# !!# !$#

電
流
!"#

$!

時刻[h]

電流(量子化前)

電流(量子化後)

[図17] センサ内蔵開閉器における電流測定の量子化誤差
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5.3.5 数値実験結果

　[表5]に数値実験の結果を示す．表中の数字はすべてトランス接続相判定の正答率である．接続
相判定には，第3章で説明した相関係数の大小比較による方法を採用し，判定の前処理として適用
するハイパスフィルタの有無で二方式に分けた．判定に使用するデータの利用期間として，1ヶ
月，3ヶ月，1年の三種を使用し，スマートメータの普及率には，15%と100%を想定している．
15%の普及率は，各トランス配下の1軒の需要家だけにスマートメータが設置されている状況に相
当する．

　また，前項で述べた量子化誤差が判定結果に与える影響を見るため，高圧側の線電流データと
して，原データとそれを4[A]幅で意図的に量子化したデータを用意した．ここで言う原データとは
実際の測定値ではなく．数値実験システムの潮流計算シミュレータ部が0.1[A]程度の精度で生成す
る値のことを示している．

[表5] 数値実験 Iの正答率

線電流データの
種別

接続相判定方式     データ利用期間
 /メータ普及率　　

1年 3ヶ月 1ヶ月

原データ原データ

量子化
データ
量子化
データ

原データ原データ

量子化
データ
量子化
データ

時間領域相関係数
(フィルタなし)

15% 55.7% 55.6% 53.8%

時間領域相関係数
(フィルタなし)

100% 79.4% 77.0% 75.3%時間領域相関係数
(フィルタなし) 15% 54.7% 55.0% 51.1%
時間領域相関係数
(フィルタなし)

100% 78.4% 75.3% 71.2%

時間領域相関係数
(ハイパスフィルタ)

15% 95.9% 88.4% 77.6%

時間領域相関係数
(ハイパスフィルタ)

100% 99.7% 98.1% 96.7%時間領域相関係数
(ハイパスフィルタ) 15% 85.1% 64.5% 52.6%
時間領域相関係数
(ハイパスフィルタ)

100% 97.6% 89.1% 75.6%

　評価の基点として，線電流: 原データ，ハイパスフィルタ: なし，メータ普及率: 15%，データ利
用期間: 1年，の数字を見ると，55.7%の正答率でしかない．接続相は3種類しかないため，ランダ
ムに判定しても33%程度は正答できる筈であり，この数値では実用性が低いと言わざるを得な
い．

　ところが，ここにハイパスフィルタ(HPF)を適用すると，正答率は同条件で85.1%に上昇する．
ここで適用したHPFは，三点の係数に[-1/3, 2/3, -1/3]を用いるFIRフィルタである．HPFの特性
は，実際にはカットオフ点やフィルタ次数など様々なものを試したが，結局この単純なFIRフィル
タが最も良好な正答率を示したため，これを採用している．
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　データ利用期間の視点では，当然ながら長いほど正答率が向上する傾向が見られる．表には示
していないが，別の実験では相関係数値のレベルもデータ利用期間が長くなるほど増大する傾向
が見られ，収束するのは3ヶ月程度の時点であることが分かっているため，実用的なデータ利用期
間は，3ヶ月以上であると判断される．また，量子化誤差の影響を見るため，HPFを適用する判定
方式で，原データと4[A]刻みデータを利用した場合の正答率を比較すると，他の条件にもよる
が，4[A]刻みデータの方で，2%から20%程度の幅で，正答率の低下が見られ，量子化誤差の影響
はかなり大きなものであることが分かる．

　正答率が最も良かったのは，HPFを適用し，メータ普及率: 100%で一年分のデータを用いる場
合の，99.7%であったが，表中の緑字の部分(線電流: 4[A]刻みデータ，HPF: あり，メータ普及率: 
15%/100%，データ利用期間: 3ヶ月/1年)を，現実的な条件下の正答率であると考え，今後の正答
率向上を評価するための基準に設定することにした．
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5.4 本章のまとめ

　本章では，スマートメータで取得する消費電力データと，配電系高圧側の三相交流で計測され
る電流データを用いて計算される三種類の相関係数の大きさを比較することによって，柱上トラ
ンスの接続相を自動判定する方式を提案した．また，トランス接続相が相関係数に与える影響の
の大きさ，回路的，統計的な考察に基づいて定量的に見積もった．次に，提案方式によるトラン
ス接続相判定の実現可能性や判定精度を評価するために行われた数値実験について，実験システ
ムと使用データの概要について述べ，特に接続相判定の精度については，正しい判定の阻害要因
となる可能性のある，データ間の擬似相関と電流測定における量子化誤差について詳述した．章
末では，数値実験の結果をのべ，接続相判定の正答率に量子化誤差の影響が見られることと，擬
似相関の影響軽減にハイパスフィルタが有効であることを示した．提案手法の全体的な評価とし
て，充分なサンプル数と取得期間とのデータが利用可能であれば，正答率から判断して有望である
と結論した．
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6. 周波数領域情報による接続相判定方式

　第5章では，配電系電流データの時間領域における相関係数を用いてトランス接続相を判定する
手法について説明した．続く本章では相関係数を用いた同様の判定を，周波数領域の情報を利用
して行う方式について説明する．接続相判定を周波数領域の情報を利用して行うことのメリット
は，判定精度を向上させるためのフィルタ最適化が実施しやすいこと，センサ内蔵開閉器測定値
の量子化誤差対策が取りやすいこと等である．

6.1 周波数領域情報の利用

6.1.1 自己相関関数，相互相関関数，正規化相互相関関数(相関係数)の定義

　最初に，信号処理で良く用いられる相関関数やそのスペクトル類をまとめて導入する[45]．
　

 

Cxx (! ) = x(t)x(t +! ) = lim
T"#

1
T

x(t)x(t +! )
$T /2

T /2

%  dt

Cxy(! ) = x(t)y(t +! ) = lim
T"#

1
T

x(t)y(t +! )
$T /2

T /2

%  dt

Rxy(! ) =
Cxy(! )

Cxx (0) Cyy(0)
= x(t)y(t +! )

x(t)2 y(t)2

    (6.1)

 

 

Cxx (! ) :時系列信号x(t)の自己相関関数
Cxy(! ) :時系列信号x(t), y(t)の相互相関関数
Rxy(! ) :時系列信号x(t), y(t)の正規化相互相関関数
x(t) :時系列信号x(t)の時間平均
T :時系列信号の全区間長

上で正規化相互相関関数と呼んでいる関数は，文献によっては相関係数となっている場合もある
が，本論文ではより一般的な次式を相関係数とする．

 !xy = Rxy(0)           (6.2)

 
　自己相関関数と相互相関関数のフーリエ変換は，それぞれパワースペクトル，クロススペクトル
と呼ばれる関数になり，下のようなフーリエ変換対をなしている
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Cxx (! ) = Sxx (" )
#$

$

%  ei"!d"

Cxy(! ) = Sxy(" )
#$

$

%  ei"!d"

Sxx (" ) = 1
2&

Cxx (! )
#$

$

%  e# i"!d!

Sxy(" ) = 1
2&

Cxy(! )
#$

$

%  e# i"!d!

              (6.3)

 
 

Sxx (! ) : 時系列信号x(t)のパワースペクトル
Sxy(! ) :時系列信号x(t), y(t)のクロススペクトル 

．

上式のパワースペクトルは，自己相関関数: Cxx (! ) が偶関数であるため常に実数値を持

つ．これに対し，クロススペクトルは相互相関関数: Cxy(! ) が偶関数とは限らないため，
一般には複素数値になる．特に，クロススペクトルの実部はコスペクトル，虚部はクオド
スペクトルと呼ばれる．
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6.2 アンサンブル平均によるスペクトル推定

　フーリエ変換は無限長の信号に対して定義されるものであるが，現実的には時系列信号を適当
な区間に区切ってそれぞれの区間のスペクトルをFFTなどで計算し，それらのアンサンブル平均を
取ることによって，スペクトルを統計的に推定することがよく行われる．(6.3)式のパワースペクト
ルとクロススペクトルを，アンサンブル平均で近似する操作を明示的に書くと，次のようにな
る．
　

 

Sxx (! ) = 2"
T
X*(! )X(! )

Sxy(! ) = 2"
T
X*(! )Y (! )

where

X(! ) = 1
2"

x(t)
#$

$

%  e# i!tdt

x(t) = X(! )
#$

$

%  ei!td!

Y (! ) = 1
2"

y(t)
#$

$

%  e# i!tdt

y(t) = Y (! )
#$

$

%  ei!td!

 ．      (6.4)

 

 
 

* : 複素共役
: アンサンブル平均

．

　数値計算上のアンサンブル平均の取り方には，スペクトルを計算する一区間の長さとオフセッ
ト長(区間には重なりがあっても良い)の自由度がある．これらは，通常スペクトル推定の精度や計
算量を考慮して決められる．
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6.3 相関係数の再定義

　(6.2)(6.3)式から，相関係数と相関関数達の関係は，次のようにまとめられる

 !xy = Rxy(0) =
Cxy(0)

Cxx (0) Cyy(0)
 ．      (6.5)

但し，上式の分子は，

 Cxy(0) = Sxy(! )
"#

#

$  d!

であることから，相関係数とクロススペクトルの関係式

 
!xy =

1
Cxx (0) Cyy(0)

Sxy(" )
#$

$

%  d"

      (Sxy(" ) = Kxy(" )+ iQxy(" ))
      (6.6)

 
 

Kxy(! ) : 時系列信号x(t), y(t)のコスペクトル
Qxy(! ) :時系列信号x(t), y(t)のクオドスペクトル 

が得られる．さらに，相関係数は実数であることから，理論的には(6.6)式の積分の虚部は消え
て，相関係数がクロススペクトルの実部(コスペクトル)から下のように算出できることがわかる
 

 
!xy =

1
Cxx (0) Cyy(0)

Kxy(" )
#$

$

%  d"

     Qxy(" )
#$

$

%  d" = 0( )
．      (6.7)

　(6.7)式中の無限積分と正規化項を，エイリアシングの影響はないものとして離散近似すると，
実数関数のコスペクトルは偶関数である(Kxy(!" ) = Kxy(" ))ことから，以下のようになり

 

Kxy(! )
"#

#

$  d! = 2 Re[Sxy(! )]
0

#

$  d! ~ 2%! Re 2&
T
X*(! k )Y (! k )

'
()

*
+,k=0

N"1

-

Cxx (0) = Sxx (! )
"#

#

$  d! = 2 Sxx (! )
0

#

$  d! ~ 2%! 2&
T
X*(! k )X(! k )

k=0

N"1

-

Cyy(0) = Syy(! )
"#

#

$  d! = 2 Syy(! )
0

#

$  d! ~ 2%! 2&
T
Y *(! k )Y (! k )

k=0

N"1

-

  (6.8)

  Re[ ] : 複素数の実部をとる関数 ，

　これらを(6.7)式に代入すると，相関係数を周波数領域の情報のみを用いて再定義する次式が得
られる． ここで，! N"1はナイキスト(角)周波数である．
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!xy =
1

Cxx (0) Cyy(0)
Kxy(" )

#$

$

%  d" = 1
Cxx (0) Cyy(0)

Re[Sxy(" )]
#$

$

%  d"

!
2&" Re 2'

T
X*(" k )Y (" k )

(
)*

+
,-k=0

N#1

.

2&" 2'
T
X*(" k )X(" k )

k=0

N#1

. 2&" 2'
T
Y *(" k )Y (" k )

k=0

N#1

.

=
Re X*(" k )Y (" k )() +,

k=0

N#1

.

X(" k )
2

k=0

N#1

. Y (" k )
2

k=0

N#1

.

． (6.9)

　尚，上式のようなアンサンブル平均を取ることは，周波数領域情報から相関係数を計算するた
めに必須ではなく，単純に全区間に対して一回だけフーリエ変換を行う方式もあり得る．上でア
ンサンブル平均を取る操作は，分子クロススペクトルと，分母のパワースペクトルの算出のそれぞ
れに対して入っているので，分母，分子でアンサンブル平均適用の組み合わせを考えると，上式に
加えて以下の三通りのパターンが考えられる．

 !xy =
Re X*(" k )Y (" k )#$ %&

k=0

N'1

(

X(" k )
2

k=0

N'1

( Y (" k )
2

k=0

N'1

(
   　　    (6.10)

 !xy =
Re X*(" k )Y (" k )#$ %&

k=0

N'1

(

X(" k )
2

k=0

N'1

( Y (" k )
2

k=0

N'1

(
       (6.11)

 !xy =
Re X*(" k )Y (" k )#$ %&

k=0

N'1

(

X(" k )
2

k=0

N'1

( Y (" k )
2

k=0

N'1

(
            (6.12)

これらのパターンは，計算対象となる時系列の性質やスペクトル推定の目的によって選択するべ
きものであるが，今の場合，接続相判定の精度や計算量を考慮して選択すると言う方針を取れば
良いと考える．
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6.4 電流情報の相関係数

　ここで，トランス接続相判定に使用する各種の電流情報とそのフーリエ変換を，次のように定
義する

 

Ix (t) = Î x (! )
"#

#

$  ei!td!    (x %{a,b,c})

Î x (! ) = 1
2&

Ix (t)"#

#

$  e" i!tdt

Id (t) = Îd (! )
"#

#

$  ei!td!

Îd (! ) = 1
2&

Id (t)
"#

#

$  e" i!tdt

      (6.13)

 

 

 

Ix (t) : x線の線電流の時系列 (x !{a,b,c})
Î x (" ) : x線の線電流のスペクトル
Id (t) : 需要家の消費に起因する相電流の時系列
Îd (" ) :需要家の消費に起因する相電流のスペクトル

．

　尚，上の電流の時系列データは(5.1)式のように全区間の平均値を減算して，平均値が0になるよ
うに加工されているものとする．また，上の定義では相電流の時系列とそのフーリエ変換を用い
ているが，(5.3)式より相電流値は消費電力値と比例関係にあることから，相関係数の算出には需
要家の消費電力値の時系列Pd (t)およびそのフーリエ変換 P̂d (! )を使用してもよい．以降では相電
流値を用いる定式化に沿って説明する．

　次に，前章で説明した一般的な時系列信号のスペクトルと相関係数の関係を電流情報に適用す
ることにより，各種電流値の時系列やそのスペクトル類を以下のように導入する．
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!xd = Rxd (0) = Cxd (0)
Cxx (0) Cdd (0)

Cxd (0) = Sxd (" )
#$

$

%  d"

Cxx (0) = Sxx (" )
#$

$

%  d"

Cdd (0) = Sdd (" )
#$

$

%  d"

Sxd (" ) = 2&
T
Îx

*(" )Îd (" )

Sxx (" ) = 2&
T
Îx

*(" )Î x (" )

Sdd (" ) = 2&
T
Îd

*(" )Îd (" )

  ．     (6.14)

　このとき，(6.7)式と同様のロジックに従って， Ix (t) (x !{a,b,c})と Id (t) の相関係数は次式で

計算できる

 
!xd =

1
Cxx (0) Cdd (0)

Kxd (" )
#$

$

%  d"

     (Sxd (" ) = Kxd (" )+ iQxd (" ))
．           (6.15)

(6.15)式中の無限積分と正規化項を離散近似すると，
　

 

Kxd (! )
"#

#

$  d! = 2 Re[Sxd (! )]
0

#

$  d! ~ 2%! Re 2&
T
Îx

*(! k )Îd (! k )
'
()

*
+,k=0

N"1

-

Cxx (0) = Sxx (! )
"#

#

$  d! = 2 Sxx (! )
0

#

$  d! ~ 2%! 2&
T
Îx

*(! k )Î x (! k )
k=0

N"1

-    (x .{a,b,c})

Cdd (0) = Sdd (! )
"#

#

$  d! = 2 Sdd (! )
0

#

$  d! ~ 2%! 2&
T
Îd

*(! k )Îd (! k )
k=0

N"1

-

    (6.16)

　上を(6.15)式に代入すると， Ix (t) (x !{a,b,c})と Id (t) の相関係数は次式のように計算できる
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!xd =
1

Cxx (0) Cdd (0)
Kxd (" )

#$

$

%  d" = 1
Cxx (0) Cdd (0)

Re[Sxd (" )]
#$

$

%  d"

!
Re Î x

*(" k )Îd (" k )&
'

(
)

k=0

N#1

*

Î x (" k )
2

k=0

N#1

* Îd (" k )
2

k=0

N#1

*
  (x +{a,b,c}) 

．     (6.17)

 尚，(6.17)式の Îd (! k ) は相関係数の計算にのみ使用されているため， Îd (! k ) の代わりにそれと

定数倍だけ異なる P̂d (! k ) を用いてもかまわない．P̂d (! k ) は需要家dの消費電力の時系列である
Pd (t)の離散フーリエ変換である，また，(6.17)式で行っているフーリエ変換の離散化には(6.10) 
(6.11) (6.12)と同様なバリエーションがあり得るが，以降では(6.17)の近似式に沿って説明する．
(6.17)式は，コスペクトルを正規化した関数: NKxd (! k ) を定義することで，次のように簡略化で
きる．

 

 

!xd ! NKxd (" k )
k=0

N#1

$
where

NKxd (" k ) %
Re Î x

*(" k )Îd (" k )&
'

(
)

Î x (" k )
2

k=0

N#1

$ Îd (" k )
2

k=0

N#1

$
  (x *{a,b,c})

 ．      (6.18)

　上で算出された相関係数を使用し，第5章(5.10)式で示したトランス接続相判定のロジックを用
いれば， 周波数領域の情報のみを用いたトランス接続相の判定が可能になる．　
 

 

 

!ad = min !ad ,!bd ,!cd{ }" bc相接続
!bd = min !ad ,!bd ,!cd{ }" ca相接続
!cd = min !ad ,!bd ,!cd{ }" ab相接続

     　　(5.10)再掲

  但し，!xd : Ix (t)とId (t)の相関係数 (x "{a,b,c}) ．
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6.5 最適フィルタの導出

　この節では，接続相判定の精度向上のためのフィルタ最適化方式について説明する．以降では
次のような手順で，フィルタ最適化及び接続相判定を行うことを想定している．

(1) 線電流に対応して三種類計算できる相関係数の値から，接続相判定の信頼度指標となる確率変
数αを定義し，それを周波数領域の情報のみで表現したものを離散近似する．
(2) (1)の信頼度指標を複数需要家に対して求め，その周波数帯域ごとの平均値と分散共分散行列を
得る．
(3) 信頼度指標の平均値一定(=1など)の制約下で，その分散を最小化するような最適フィルタ特性
を二次計画法によって求める．(判定は周波数領域の情報だけで可能であるため，フィルタの係数
まで求める必要はない)
(4) 最適化された特性のフィルタを適用した相関係数を算出し，接続相判定を行う．

6.5.1 接続相判定の信頼度指標

　ここでは，一例として相関係数の差分を信頼度指標にするケースを説明する．具体的には，以
下のように三種類計算できる相関係数のうち二つを使った差分を指標化する．

 
 
! i = "x2d (i ) # "x1d (i ) ! NKx2d (i )($ k )

k=0

N#1

% # NKx1d (i )($ k )
k=0

N#1

%     (6.19)

 
 

! i :第i需要家の相判定の信頼度指標
"xd (i ) : x線の線電流と第i需要家の消費に起因する相電流の相関係数

信頼度指標の計算に差分として使用する相関係数の組には，以下のようなものが考えられる．
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!x1d (i )  : x1が正解接続相に対応
!x2d (i ) = mid !ad (i ),!bd (i ),!cd (i ){ }

"

#

$
$
$

   ----------------- (c1)

!x1d (i )  : x1が正解接続相に対応
!x2d (i ) = min !xd (i );  x % x1{ },  x &{a,b,c}

"

#

$
$
$

   ------- (c2)

!x1d (i )  : x1が正解接続相に対応

!x2d (i ) =
1
2

!xd (i )
x&{a,b,c}
x%x1

'

"

#

$
$
$
$

   ----------------- (c3)

!x1d (i ) = min !ad (i ),!bd (i ),!cd (i ){ }
!x2d (i ) = mid !ad (i ),!bd (i ),!cd (i ){ }

"

#

$
$
$

   ------------------ (c4)

!x1d (i ) = min !ad (i ),!bd (i ),!cd (i ){ }
!x2d (i ) =

1
2

!xd (i )
x&{a,b,c}
x%x1

'

"

#

$
$
$
$

   ------------------ (c5)

   (6.20)

   mid i{ } :中間値を返す関数， min i{ } :最小値を返す関数

現実的なケースでは，接続相の正解既知のデータがフィルタ最適化のために利用可能な場合に
(c1)-(c3)を，利用できない場合には(c4)や(c5)を使用する．

　(c4)(c5)を使用する場合は，min値が正解とは限らないため，単純なハイパスフィルタを電流信
号に適用してmin値が正解になる確率を向上させたものを原信号として扱い，これを用いてフィル
タの最適化を行う．あるいは，単純なハイパスフィルタを電流信号に適用したものを用いた接続
相判定を行った結果を仮の正解とし，(c1)-(c3)の定義を信頼度指標としてフィルタ最適化を行う．
これらの処理はループさせることも考えられる．

　(6.19)式の各項は，需要家i ごとに変化する量であるが，これらを接続相判定の対象にしている
需要家の母集団から抽出されるサンプルであると考え，離散化された各周波数に対応するA(! k )

と，その全帯域にわたる総和としての! をあらためて確率変数として定義する

 

! = A(" k )
k=0

N#1

$
where
A(" k ) = NKx2d(" k) # NKx1d(" k)

 ．      (6.21)
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　尚，差分として使用する相関係数の組に(c3)(c5)を採用する場合のNKx2d(! k)は，定義に従って
次のように求めればよい．他のケースでは(6.18)式の定義をそのまま用いる

 NKx2d (! k ) =
1
2

Re Î x2
* (! k )Îd (! k )"

#
$
%

Î x2 (! k )
2

k=0

N&1

' Îd (! k )
2

k=0

N&1

'

(

)

*
*
*
*

+

,

-
-
-
-

x2.{a,b,c}
x2/x1

'   ．   (6.22)

　また，(6.21)式において，異なる周波数に対応する確率変数A(! k )同士は独立でなく，何らかの
共分散関係にあることを想定する(特に正規分布を仮定しなくとも良い)．このとき，各需要家に対
応する値をサンプルとする確率変数値の平均，分散，共分散は以下のような関係を持つことにな
る．

 

 

E[! ]= E[A(" k )
k=0

N#1

$ ]

Var[! ]= Var[A(" k )
k=0

N#1

$ ]+ 2 Cov[A(" k ),A(" l )
0%k , l%N#1
k<l

$ ]

where

E[A(" k )]=
1
M

Ai (" k )
i=1

M

$    

Var[A(" k )]=
1
M

(Ai (" k )# E[A(" k )]
i=1

M

$ )2

Cov[A(" k ),A(" l )]=
1
M

(Ai (" k )# E[A(" k )]
i=1

M

$ )(Ai (" l )# E[A(" l )])

 ． (6.23)

   但し，M :需要家数,   E[ ] :標本平均,  Var[ ] :標本分散,  Cov[ ] :標本共分散．
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6.5.2 ディジタルフィルタ

　(6.21)式で定義される確率変数としての信頼度指標αは，需要家の母集団に対応した確率分布を
持つ．接続相判定の信頼度としては，αの平均値は大きいほど，分散は小さいほど良いと考えられ
る．しかしながら，前述したように電力需要の日周期性などから来る擬似的な相関関係が，接続
相判定に対して悪影響を与えることが確認されており，接続相判定に対する有効性はαの帯域ご
とに異なっていると考えられる．

　そこで，(6.21)式の周波数成分の和に適当な係数を乗算するディジタルフィルタを考え，これら
の係数達を最適化することを考える．ここでの係数はフィルタの周波数特性を表現している

 

 

!" = bkA(# k )
k=0

N$1

%
bk : フィルタの周波数特性

 ．      (6.24)

このとき，フィルタを適用する前後の統計量は次式のような関係を持つことになる

 

 

E[ !" ]= bk E[A(# k )
k=0

N$1

% ]

Var[ !" ]= bTG b

where
b = (b0,…,bN )T

G=
Cov[A(# 0 ),A(# 0 )] … Cov[A(# 0 ),A(# N )]

! " !
Cov[A(# N ),A(# 0 )] # Cov[A(# N ),A(# N )

&

'

(
(
(

)

*

+
+
+

 ．   (6.25)
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6.5.3 フィルタ特性の最適化問題
　
　前項で述べたディジタルフィルタの出力に対し，その平均値を一定にしたときの分散値の最小
化問題の解として，最適フィルタの周波数特性:  !b を求める．(6.25)式から，この最適化問題は次
のような二次計画問題に定式化できる

 

 

min :bTG b
s.t.

bk E[A(! k )
k=0

N"1

# ]= 1 ,

0 $ bk  (k = 0…N )
where
b = (b0,…,bN )T

G=
Cov[A(! 0 ),A(! 0 )] … Cov[A(! 0 ),A(! N )]

! " !
Cov[A(! N ),A(! 0 )] # Cov[A(! N ),A(! N )

%

&

'
'
'

(

)

*
*
*
 .

   (6.26)

　この問題は，フィルタ出力の平均値が一定であると言う制約のもとに最小化する問題になって
いる．確率分布の視点で言うと確率変数である !" (平均: µ !" ,分散 :# !"

2)は，フィルタの周波数特性を

変化させることによってその分布が変化するが，このときの! "#
2 µ "# あるいは! "# µ "# をµ !" = 1の制

約下で最小化していることになる．前者はいわゆるSNRの逆数的な量，後者は変動係数と呼ばれ
る統計量であり，これらは測定値等の確率分布の品質を定量化するためによく用いられる．従っ
て，µ !" = 1に固定したときの目的関数の最小値として得られる最小分散:  !! "#

2 または最小標準偏差: 

 !! "# およびこれらの逆数は，接続相判定結果の信頼度として利用することができる．

　上で目的関数になっている二次形式の表現行列は分散共分散行列であるため，対称な半正定値
行列になる．従って，この問題は凸二次計画と呼ばれる比較的解きやすいタイプに属する．
尚，このような二次計画問題化のベースとする信頼度指標は，(6.19)式の例に限定されるものでは
なく，指標が周波数成分の線型和で表現できる量ならば，様々なものを利用した分散の最小化問
題を考えることができる．また，上では出力平均を1に置いているが，この値は任意でよく，求め
られる最適フィルタ特性:  !b は定数倍の自由度をもつので，倍率を後で調整することも可能であ
る．
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6.5.4 最適フィルタの適用

　前項の問題を解いて得た最適フィルタの周波数特性: !b = ( !b1,…, !bN )
T  を接続相判定に利用するに

は， フィルタ適用後の相関係数:  !!xd を計算してその大きさを比較すれば良い．具体的には以下の
ような計算になる

 

 

!!xd = !bkNKxd (" k )
k=0

N#1

$         (x %{a,b,c})

where

NKxd (" k ) =
Re Î x

*(" k )Îd (" k )&
'

(
)

Î x (" k )
2

k=0

N#1

$ Îd (" k )
2

k=0

N#1

$

 ．    (6.27)

　相関係数を周波数領域で計算することのメリットは，上のようにフィルタ演算が単なる乗算で
済むことにもある．時間領域のフィルタ計算は畳み込み演算になるため計算量が大きく，フィル
タ特性からフィルタ係数の決定には逆フーリエ変換が必要になるため，数値計算上の誤差要因が
増えてしまう欠点もある．周波数領域の情報から，直接フィルタ適用後の相関係数を計算すれ
ば，これらの欠点を回避することができる．
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6.6 トランス接続相判定における量子化誤差の影響低減

　センサ内蔵開閉器を使用して取得される高圧側の各線電流のデータは，高圧電流の測定である
ため，計測器内で最終的に離散化される際に大きな量子化誤差が入ってしまうケースがある． こ
の章では，量子化誤差のパワースペクトル関数が既知であることを仮定し，これを使った補正を
実施した後に相関係数を算出することによって，接続相判定に対する悪影響を低減する方法につ
いて述べる．また，同様の補正後にフィルタの最適化と適用を行う方式についてもあわせて記述
する．

6.6.1 量子化誤差

　アナログ信号の量子化に伴う誤差は，その量子化幅のなかでランダムに変動するノイズである
ため，しばしば単純なホワイトノイズとして扱われる．ホワイトノイズとは，平均値が0で有限な
分散を持つようなランダムノイズであり，その分布には正規分布が仮定されることが多い(ガウシ
アンノイズ)．しかし必ずしも正規分布に限定されるものではなく，実際，ディジタイズを四捨五
入で行う場合の量子化誤差は，量子化幅の上で一様分布する．

　ホワイトノイズの著しい特徴は，そのパワースペクトルが定数関数になることである．厳密に定
数になるには理論的に無限長のノイズが必要になるが，問題としている帯域内での変化が充分な
だらかであるならば，実質的な定数として扱ってよいと考えられる．ここでは量子化誤差を，以下
のような加法的ノイズとして定義する

 

!Ix (t) = Ix (t)+"(t)

!Î x (# ) = Î x (# )+$(# )  (x %{a,b,c})

$(# ) = 1
2&

"(t)
'(

(

)  e' i#tdt

       (6.28)

 

 

!Ix (t) :量子化後に観測される線電流信号
Ix (t) :真の線電流信号(観測不可能)
!Î x (" ) :量子化後に観測される線電流信号のスペクトル
Î x (" ) :真の線電流信号のスペクトル(観測不可能)
#(t) :量子化誤差の時系列
$(" ) :量子化誤差のスペクトル
 

．

　尚，本論文では高圧側の線電流値が高圧電流の測定になるため量子化誤差の影響が大きく，こ
れに比べると需要家の消費に起因する相電流への量子化誤差の影響14は小さいと見て無視している
が，後者についても線電流と同様の扱いで補正を導入することは容易である．
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14 実際にはスマートメータの消費電力量の計測における量子化誤差の影響になる．



　量子化誤差: !(t) を理想的なホワイトノイズとして扱う場合のパワースペクトル: !(" ) 2 は，定
数関数であり，その値は次のように元の時系列の分散に等しくなることが知られている．

 
 

!(" ) 2 =#$
2

但し，#$
2 : $(t)の分散

            (6.29)

　特に，測定値を四捨五入して量子化幅: ! の離散値とし，その量子化誤差が一様分布する場合
の，パワースペクトルの理論値は以下で与えられる．

 

 

!(" ) 2 =#$
2 = %2

12
但し，% :量子化幅

             (6.30)

以降に，上の理論値の導出過程を示す[46][47]．

　まず，測定されたのアナログ値: x (x ![Xmin,Xmax ] )はM 個の区間 [bq!1,bq )  (q = 1,…,M )ごとに
量子化され，その中央値: x̂q を取るものとする，すべての区間長が量子化幅: ! に等しい場合，こ
れらの変数の間には次の関係が成り立つ．

 

 

bq = Xmin + ! "q  (q = 0,…,M )
x̂q = Xmin + ! "q # 0.5!  (q = 1,…,M )
where

! = Xmax # Xmin

M

          (6.31)

          　 

この時，確率密度関数:p(x) で分布するアナログ値の量子化誤差の分散: ! q
2 は，次式で与えられ

る．

 

 

! q
2 = (x̂q " x)2 p(x)dx

Xmin+#$(q"1)

Xmin+#$q%
q=1

M

&

= (Xmin + # $q " 0.5# " x)2 p(x)dx
Xmin+#$(q"1)

Xmin+#$q%
q=1

M

&

= y2p[Xmin + # $q " (y + 0.5#)]dy   
"0.5#

0.5#

%
q=1

M

& (y = Xmin + # $q " 0.5# " x)

= y2p[bq " (y + 0.5#)]dy
"0.5#

0.5#

%
q=1

M

&

= y2p(x̂q " y)dy
"0.5#

0.5#

%
q=1

M

&    (!xq = bq " 0.5# )

      (6.32)
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特に，アナログ値: x が次の一様分布に従うとき，

 p(x) = 1
Xmax ! Xmin

,  x "[Xmin,  Xmax ]            (6.33)

yは各区間 [bq!1,bq )  (q = 1,…,M )において以下のような分布を持つ．
 

 p(y) = 1
Xmax ! Xmin

,  y "[!0.5#,  0.5#]           (6.34)

 
従って，(6.32)最終式の被総和項の値はqによらないため次のように書き換えられ，この場合の量
子化誤差の分散は量子化幅だけで決まることがわかる．

 

 

! q
2 = M y2p(!x1 " y)dy"0.5#

0.5#

$ = M
Xmax " Xmin

y2 dx
"0.5#

0.5#

$

= 1
#
% #

3

12
= #2

12

         (6.35)

　(6.28)のように加法的であり，かつ等長の区間内で一様分布する量子化誤差を仮定する場合に
は，アナログ値自身も(6.33)のような一様分布をするので，(6.35)から，(6.30)が成立する．この
理論値は測定値の変動に対して量子化幅が充分小さな時，すなわち量子化誤差の一様分布の仮定
が成り立ちやすい時には，よい近似になるとされている．
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6.6.2 相関係数の計算における量子化誤差の影響補正

　定数関数でなくとも，量子化誤差のパワースペクトル: !(" ) 2 を既知として良い場合には，こ
れを使って補正した相関係数を用いることによって，接続相判定に与える影響を原理的には排除す
ることが可能である．具体的には，(6.18)式の計算に際して，この補正を実施してから相関係数を
算出すれば良い．

　先ず，(6.18)式中の コスペクトル: Kxd (! )と自己相関関数: Cxx (0) に対して，以下のような補正
を加える

 

Kxd (! )
"#

#

$  d! = 2 Re[Sxd (! )]
0

#

$  d! ~ 2%! Re 2&
T

ˆ'Ix (! k )"((! k )( )*
Îd (! k )

)
*+

,
-.k=0

N"1

/

Cxx (0) = Sxx (! )
"#

#

$  d! = 2 Sxx (! )
0

#

$  d! ~ 2%! 2&
T

ˆ'Ix (! k )"((! k )
2

k=0

N"1

/

．(6.36)

ここで， 量子化誤差のスペクトル: !(" )の位相がランダムでありかつ，電流信号のスペクトルと

は独立であることを仮定すると， ! = 0, !Î = ! Î = 0であることから，上式のアンサンブ
ル平均は次のように書き換られる．

 

2!
T

ˆ"Ix (# k )$%(# k )( )* Îd (# k ) = 2!
T
ˆ"Ix
*(# k )Îd (# k )

2!
T
ˆ"Ix (# k )$%(# k )

2
= 2!

T
ˆ"Ix (# k )

2
+ %(# k )

2( )
         (6.37)

　上の結果を(6.16)式に用いれば，線電流: Ix (t) と需要家d の消費に対応する相電流: Id (t)の相関
係数: !xd を量子化誤差の影響補正して計算した結果は，以下で与えられる

 

 

!xd =
1

Cxx (0) Cdd (0)
Kxd (" )

#$

$

%  d"

!
2&" Re 2'

T
ˆ(Ix (" k )#)(" k )( )*

Îd (" k )
*
+,

-
./k=0

N#1

0

2&" 2'
T

ˆ(Ix (" k )#)(" k )
2

k=0

N#1

0 2&" 2'
T

Îd (" k )
2

k=0

N#1

0

=
Re ˆ(Ix

*(" k )Îd (" k )*
+

-
.

k=0

N

0
ˆ(Ix (" k )

2
+ )(" k )

2

k=0

N#1

0 Îd (" k )
2

k=0

N#1

0
        (x 1{a,b,c})

 ．               (6.38)
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　さらに，量子化誤差のスペクトル振幅を実定数関数 !(" k )
2 = C 2( )と見なして良い場合には，

次のように簡略化される

 

 

!xd !
Re ˆ"Ix

*(# k )Id (# k )$
%

&
'

k=0

N(1

)
ˆ"Ix (# k )

2
+C 2*

+
,
-

k=0

N(1

) Îd (# k )
2

k=0

N(1

)
        (x .{a,b,c})  ．       (6.39)

　尚，より一般に需要家側の相電流に対しても量子化誤差の補正を考える場合の相関係数の計算
式は次のようになる

 

 

!xd =
1

Cxx (0) Cdd (0)
Kxd (" )

#$

$

%  d"

!
2&" Re 2'

T
ˆ(Ix (" k )#)x (" k )( )* ˆ(Id (" k )#)d (" k )( )*

+,
-
./k=0

N#1

0

2&" 2'
T

ˆ(Ix (" k )#)x (" k )
2

k=0

N#1

0 2&" 2'
T

ˆ(Id (" k )#)d (" k )
2

k=0

N#1

0

=
Re ˆ(Ix

*(" k )Îd (" k )*
+

-
.

k=0

N

0
ˆ(Ix (" k )

2
+ )x (" k )

2

k=0

N#1

0 ˆ(Id (" k ) + )d (" k )
2

k=0

N#1

0
        (x 1{a,b,c})

．      (6.40)

上式で，!x (" k )
2 は，線電流の量子化誤差のパワースペクトル， !d (" k )

2は，需要家側の相電流

の量子化誤差のパワースペクトルである．また，!x (" k ),!d (" k )の位相がランダムでありかつ，

電流信号のスペクトルとは独立，誤差スペクトル同士も独立であることを仮定すると，

!x = !d = 0, !x Î = ! x Î = 0, !d Î = !d Î = 0, !x!d = !x !d = 0

とできることを使っている．
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6.6.3 量子化誤差のスペクトルの扱い

　前項で述べたような量子化誤差の影響補正を行うためには， 量子化誤差のパワースペクトル: 
!(" ) 2 の具体的なかたちが必要になる．これを推定するためには以下のような方針があり得る．
 (a) (6.30)式のような理論値を採用する．
 (b) パワースペクトル推定のために，量子化前後の時系列データが利用できる場合には，
　　　　　多数サンプルの統計処理から，!(" ) 2 を実関数や実定数関数のかたちで推定する．

　以下では，(b)の具体的な手順を述べる．量子化前後の時系列データが利用できる場合の量子化
誤差のスペクトルは，(6.28)式から，次式

 

!(" ) = 1
2#

$(t)
%&

&

'  e% i"tdt

where
$(t) = (Ix (t)% Ix (t)

       (6.41)

で与えられるが，量子化誤差はランダム信号であることから，通常は全区間をいくつかの区間で区
切り，高速フーリエ変換(FFT)などで区間ごとに求めたパワースペクトルのアンサンブル平均: 
!(" k )

2 で推定したスペクトル(直接法)が用いられる．さらに，スペクトルが定数関数であること

を仮定する場合には，次式のように周波数軸上でさらに平均を取ることによって定数値を推定す
れば良い．

 C 2 = 1
N !1

"(# k )
2

k=0

N!1

$         (6.42)
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6.6.4 量子化誤差の影響補正後のフィルタ最適化

　判定精度向上のために適用するディジタルフィルタは，一般に量子化誤差の影響補正前後で異
なる特性をもったものになる．そのため，量子化誤差の影響補正後のデータに対してフィルタ最
適化を実施するためには，(6.21)式で確率変数化した正規化コスペクトルの差分

 A(! k ) =
Kx2d(! k)
Cx2 (0)Cd (0)

" Kx1d(! k)
Cx1(0)Cd (0)

            (6.43)

に，(6.37)式を使った補正を加える必要がある．その結果は!(" k )を一般の実数関数として扱う場
合には以下
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* (! k )Îd (! k )#
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N'1

(

'
Re ˆ"Ix1
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N'1

(
ˆ"Ix1(! k )

2
+ )(! k )

2

k=0
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 ，        (6.44)

実定数関数
 
!(" k )

2 = C 2 #!( )とみなせる場合には以下
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           (6.45)

のようになる．

　量子化誤差の影響を補正して最適フィルタを求める場合には，上の値を多数の需要家について
求めたサンプルからの統計量を使用して作成した，(6.26)式の最適化問題を解けばよい．
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6.6.5 量子化誤差の影響補正後の接続相判定

　(6.38)や(6.39)式の結果をもとに(6.26)式の問題を解いて得た最適フィルタの周波数特性:

 
!b = ( !b0,…, !bN!1)

T を接続相判定に利用するには，(6.27)式の相関係数の計算を量子化誤差の影響を

補正するように書き換えれば良く，具体的には次のようになる．

 

 

!!xd = !bkNKxd (" k )
k=0

N#1

$         (x %{a,b,c})

where

NKxd (" k ) =
Re ˆ&Ix

*(" k )Îd (" k )'
(

)
*

ˆ&Ix (" k )
2
+ +(" k )

2

k=0

N#1

$ Îd (" k )
2

k=0

N#1

$

 ，     (6.46)

　接続相判定は，上の定義式を使って三種類の相関係数を求め，(5.10)のロジックに従って行う．
この手法では，相関係数を求めるために周波数領域の情報のみを用いるので，直接的な時間領域
の情報は不要である．言い換えると，量子化誤差そのものを時間軸上で補正するのではなく，周
波数領域で量子化誤差の影響を排除した相関係数の算出やフィルタ最適化を行うことによって，
最終的な接続相判定への影響を抑制しつつ判定精度向上をはかっていることになる．
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6.7 数値実験Ⅱ

　この節では，周波数領域の情報を使用したトランス接続相判定アルゴリズムの精度評価のため
に実施した数値実験について報告する．数値実験システムと利用データに関しては，第5章の数値
実験Ⅰと同じものを使用している．また，今回の数値実験においては，量子化誤差の影響補正に
ついての評価は実施していない．

6.7.1 最適フィルタの導出

　数値実験の一環として，(6.26)式の凸二次計画問題を解くことによる，最適フィルタの導出を
行った．(6.26)式の評価関数に含まれる分散共分散行列としては，定義通りに算出するもの(共分
散型)と，定義の対角成分以外の共分散値を0として，共分散関係を考慮しないもの(分散型)の二種
類を設定して，それぞれに対応する最適フィルタの特性ベクトルを求めている．尚，分散共分散行
列の非対角成分を0におく場合の求解は，ラグランジュの未定係数法で解くことと等価である．

　分散共分散行列の各要素の具体的な値を計算するために，接続相の正解は便宜上既知であると
し，(6.19)式の信頼性指標には(c3)の定義を採用した．実際の運用ではもちろん正解は未知あるい
は部分的にしか既知ではないが，今回のような数値実験から求めた最適フィルタを，他の一般の
場合にも適用することは可能である．このフィルタがどの程度有効であるかは，様々なケースでの
需要家の消費電力データの周波数領域での性質がどの程度類似しているかに左右される．日周期
性が顕著にあるような性質は，多くの場合共通であると考えられるが，最終的には実フィールド
で評価されるべき事項であろう．
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　[図18]に，導出された二種類の最適フィルタの周波数特性を示す．図の横軸は，サンプリング周
波数で正規化した周波数であるが，接続相判定に対して有効にはたらかない日周期に対応する正
規化周波数: 0.021と，その整数倍の高調波を選択的にカットする複雑なフィルタ特性になってい
る．この特性形状から見ても，所望の性質を持ったフィルタが最適化により自動的に導出された
と判断できる．このような傾向は共分散型フィルタの方でより顕著であり，特に低周波側はかな
りの割合でカットされていることがわかる．また，図で緑色のラインで示している周波数特性
は，当初使用していた単純なハイパスフィルタ(HPF)のものであるが，おおまかな傾向は分散型の
ものと類似していることが見て取れ，マニュアルで暫定的に特性を決めたハイパスフィルタも．そ
う外していなかったことが分かる．
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[図18] 最適フィルタの周波数特性

　尚，フィルタ最適化において計算量上のボトルネックになるのは(6.26)式の二次計画の部分で
あった．この数値実験で解いている問題の行列サイズは168×168であるが，導出されたフィルタ
特性に特徴的な，日周期に対応する周波数とその高調波が充分に分解・抑制できているため，現
状程度のサイズ設定で問題ないものと考えている．
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6.7.2 数値実験結果

　[表6]に，今回の数値実験 IIの結果を示す．表の上二段は，比較のために数値実験 Iの結果から
抽出したものである．下二段の結果は， (6.26)式の凸二次計画問題を解いて導出した最適フィル
タを，接続相判定の前処理として各電流信号に適用した場合の正答率である．下二段のうち，上
方は(6.26)式の目的関数に含まれる分散共分散行列の非対角成分を0において分散値のみを考慮し
たもの，下方は定義通りに共分散まで考慮したものになっている．尚，原信号の時系列には，い
ずれも4[A]幅の量子化を意図的にほどこしたデータを使用している．

　従来のハイパスフィルタを適用後の時間領域相関係数によって接続相を判定する方式の正答率
(緑字の部分)と，今回の最適フィルタ適用後の周波数領域相関係数による方式の正答率 (赤字の部
分) を比較すると，他の条件にもよるが，数%から十数%の向上が見られる．特に，最長のデータ
と最大数のスマートメータデータが利用できる好条件下では，約300個のトランス全数に対して，
正しい接続相を判定できており，提案方式による改善が顕著であることを示している．

[表6] 数値実験 IIの正答率

線電流データの
種別

接続相判定方式     データ利用期間
 /メータ普及率　　

1年 3ヶ月 1ヶ月

量子化
データ
量子化
データ

量子化
データ
量子化
データ

量子化
データ
量子化
データ

量子化
データ
量子化
データ

時間領域相関係数
(フィルタなし)

15% 54.7% 55.0% 51.1%時間領域相関係数
(フィルタなし) 100% 78.4% 75.3% 71.2%

時間領域相関係数
(ハイパスフィルタ)

15% 85.1% 64.5% 52.6%時間領域相関係数
(ハイパスフィルタ) 100% 97.6% 89.1% 75.6%

周波数領域相関係
数(分散型)

15% 92.6% 77.4% -周波数領域相関係
数(分散型) 100% 99.3% 96.7% -

周波数領域相関係
数(共分散型)

15% 97.0% 78.9% -周波数領域相関係
数(共分散型) 100% 100.0% 97.2% -

　

94



6.8 本章のまとめ

　本章では，相関係数の計算方式について周波数領域情報を用いた再定義を行い，これを利用す
るトランス接続相の新しい判定方式を提案した．周波数領域情報を用いることのねらいは，正答
率向上のために接続相判定の前処理に用いるディジタルフィルタ特性の自動最適化と，電流測定値
の量子化誤差が判定に与える影響を軽減する補正処理を実現することである．特に，最適フィル
タの導出アルゴリズムは，ポートフォリオ最適化技術の一つの応用として，接続相判定の信頼性
指標の分散をフィルタ出力一定の制約下で最小化する問題に定式化されている．章の後半では，
提案方式の効果を数値実験によって検証し，トランス接続相判定の正答率向上が顕著であること
を示した．実験では，いくつかの異なる条件下で実際に最適フィルタを導出し，従来方式との正
答率の比較を行った．
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7. 結論

　本研究では，スマートグリッドにおいて発生するオペレーショナルリスク上の問題に対して，現
代投資理論を基礎とするリスク最適化手法を提案した．提案手法の適用先には，気象リスク下の
DLCポートフォリオの最適化と，柱上トランスの接続相判定問題を設定した．これらの問題は，
電力網最大の機能である需給バランス確保に対するリスク及び，安定的な電力供給のための電圧
変動リスクの低減に直接・間接に関係しており，スマートグリッドの健全な運用における，重要
な課題である．

　本論文の第1章では，スマートグリッドの概要とその周辺に発生するオペレーショナルリスク管
理上の諸問題について説明し，第2章では提案手法に関連する既存技術として，現代投資理論の
Markowitzモデルによるポートフォリオ最適化手法と，柱上トランスの接続相判定の既存技術に
ついて説明した．第3章は「気象リスク下のDLCポートフォリオ最適化」と題し，不確実性の主因
を外気温予報の誤差におく，空調機器の節電運転に関する大規模計画問題に対して，初段にポー
トフォリオ最適化を配した二段階の近似解法を提案し，その効果を数値実験によって検証した．
第4章では，柱上トランスの接続相判定問題の詳細を述べ，第5章で，スマートメータで取得する
消費電力データと，配電系高圧側で計測される電流データの相関係数を比較することによって接
続相を自動判定する方式を提案した．また，単純なハイパスフィルタを判定の前処理に適用した
シミュレーションによって，手法が有望であることを示した．続く第6章では，周波数領域情報に
よる相関係数の再定義を行い，ポートフォリオ最適化技術を最適フィルタの導出に適用すること
を提案し，数値実験によってトランス接続相判定の正答率向上が顕著であることを示した．

　本研究の主要な成果は，投資理論のMarkowitzモデルの枠組みを，相関のある確率変数の和の
分散を最小化する数理的手段として扱い，DLCポートフォリオ最適化問題と，柱上トランスの接
続相判定問題における最適フィルタの導出に適用することにより，スマートグリッドのオペレー
ショナルリスク管理上の二つの重要な問題を解決可能としたことにある．提案した最適化手法の
検証では，実データを利用する数値実験を実施したが，特にトランス接続相判定方式の評価で
は，実際の電力消費データからの回路計算にもとづく精密な評価を行った．今後は，実際の配電
系の接続相を判定して回路を確定した後に，配電網の電圧分布の推定や逆潮流問題を解決するた
めの設備計画問題への取り組みを，研究の次のステップとして計画している．

　現在世界各地で，スマートシティ(環境配慮型都市)に関連するプロジェクトが進行しており，電
機・電力・通信・土木・建築業界の各社が，家庭やビル商業施設で使う電気の需給を街全体で調
節し，省エネルギーや再生可能エネルギーの普及による二酸化炭素排出量の削減につなげる努力
が進められている．また，再生可能エネルギーは未だ高コストであり，経済合理性だけから見る
と普及がおぼつかないため，各国政府は補助金制度やFIT(Feed-in Tariff: 固定価格買取り制度)な
どの施策によって普及を促進している．このような現状は，再生可能エネルギーの普及に対して，
社会全体の協力やコスト負担が不可欠であることを示している．

　スマートグリッドはスマートシティ構想の重要な一部であり，再生可能エネルギーの普及を，
需給バランスの確保や，供給電圧の安定化等の側面で支えることが期待されている．季節や時間
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帯によって発電量が変わる再生可能エネルギーは，そのままでは本性的に不安定な電源である． 
その不安定性のあらわれが，本論文で問題にした需給バランスリスクや電圧変動リスクであり，
リスク要因は気象条件，節電を含む発電量，電力需要量などの確率的変動である．主に経済学的
な分野に起源を持つリスク最適化の枠組みは，このような不確実性下の確率的最適化に対して有
効であり，その一端を本論文で示すことができた．特に柱上トランス接続相の自動判定方式につ
いては，すでに各所で検討されている配電網管理の高度化によって，電力自由化時代に信頼性の高
いネットワークを実現して行くための人的・金銭的なコストを大幅に低減できるものと期待してい
る．今後は，Markowitzモデルを含む様々なリスク管理や数理ファイナンスの手法を，電力網を
中心とした社会基盤の安定的，効率的なオペレーションに活かし，データや科学的根拠に基づく
社会システムの構築に貢献したいと考えている．
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係の分野に対する知識と経験を迅速に獲得することは，皆様のご協力なしには不可能なこ
とでありました．
　本論文の数値実験の一部では，独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
(NEDO)が群馬県太田市で実施した「集中連携型太陽光発電システム成果普及事業」にお
いて収集された公開データを使用させていただいております．このデータは提案手法の検
証に不可欠なものでありました．ここに記して御礼申し上げます．
　最後に，研究と執筆で多忙な生活を支えてくれた妻と，机下や膝の上で激励しれくれた
二匹の猫に感謝します．
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